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第1章 総則 

本要求水準書は、加古川市（以下「本市」という。）が加古川東市民病院跡地整備事業（以

下「本事業」という。）の実施にあたって、本事業を実施する事業者（以下「事業者」とい

う。）に要求する施設等の水準を示すもので、「設計業務要求水準」、「建設・工事監理業務

要求水準」から構成される。 

なお、事業者の創意工夫、アイデア、ノウハウ、技術力を最大限に生かすため、各要求

水準については、基本的な考え方を示すのみとし、目標を達成する方法・手段等について

は、事業者の発想に任せることとする。 

 

第1節 本事業の目的 

本市では、「暮らしの安全・安心を守り、子育て世代に選ばれるまち」をめざし、加古

川東市民病院の跡地活用を、平成 27 年 10 月に策定した「加古川市まち・ひと・しごと創

生総合戦略」のリーディング・プロジェクトの一つとして位置付けている。 

この貴重な財産を有効に活用するため、本市では平成 26 年度より跡地活用の検討を行

い、平成 29 年 7 月に「加古川東市民病院跡地活用計画」の策定を行った。 

本事業は、東加古川公民館（以下「公民館」という。）、東加古川子育てプラザ（以下「子

育てプラザ」という。）及び東消防署（以下「消防署」という。）を新築移転し、跡地全体

における公共施設間の一体的・効果的な連携を図ることで、地域住民に魅力的な空間を整

備することを目的としている。 
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第2節 本事業の基本方針 

1. 基本コンセプト 

本事業用地において整備される施設等の基本方針は、以下のとおりとする。 

 

・公民館、子育てプラザ、消防署の公共施設の集約や施設間の相互連携・機能補完

により、導入機能がより高まる「交流」「学び」「安心」「憩い」「賑わい」の５つ

のキーワードをコンセプトに、誰もが気軽に利用でき、「地域に愛される開かれた

空間」の創出を図る。 

・この空間が地域の魅力となって、市民の定住意向につながる「いつまでも住み続

けたいまち」の実現をめざす。 

・公共施設の集約にあたっては、公共施設等総合管理計画を踏まえ、公民館と子育

てプラザの複合化及び共同利用化による土地及び空間の有効活用を最大限に図る。 

 



2. 

本

する

屋外

 

(1) 

(2) 

導入機能

本計画地につ

る。公民館、子

外空間の整備

東加古川公

現在の公

年の懸案と

公民館は

ぶ機会を提

交流が生ま

公民館内

の空間で親

施設整備が

加古川東

配置に基づ

能や規模等

 

・障害の

・子ども

点施設

・少子高

・災害時

 

東加古川子

現在の子

運営してお

利用者数は

び屋外スペ

子育てプ

者が相互の

その他の支

各種お楽

き、異年齢

出、加えて

世代に魅力

の整備方針

ついては、加

子育てプラザ

備を行うこと

公民館 

公民館は、昭

となっている

は、生涯学習

提供している

まれる。 

内での活動は

親睦が図られ

が望まれる。

東市民病院跡

づき、下記の

等を考慮し整

の有無にかか

もから高齢者

設 

高齢化社会や

時の避難場所

子育てプラザ

子育てプラザ

おり、平成３

は年々増加傾

ペースの不足

プラザは、子

の交流を行う

支援を行って

楽しみ会、講

齢の子どもた

て屋外におい

力的な施設整

 

加古川東市民

ザ、消防署の

とする。 

昭和４８年に

る。 

習の拠点施設

る。多世代が

はもちろん、

れるような、

 

跡地活用計画

の項目に留意

整備を行うこ

わらず、すべ

者まで誰もが気

核家族の中

所や地域防災

ザ 

ザは、平成１

３年度末の

傾向にあり、

足も懸案とな

子育て支援の

う場を提供し

ている。 

講座等の開催

たちが自由に

いても伸び伸

整備が望まれ

3 

民病院跡地活用

の新築移転の

に建築された

設として、子

がそれぞれの

景観に配慮

地域の住民

画で示す東市

意しながら、

こととする。

べての人が快

気軽に利用で

で、地域づ

の機能 

９年度に開

契約期間満了

駐車台数、

なっている。

の拠点施設と

しており、子

や多数の登録

に、そして安全

伸びと遊びを

れる。 

用計画に基づ

の他、施設の複

た建物で老朽

どもから高齢

の目的に応じ

慮し、天気のよ

に親しまれ多

市民病院跡地

これからの時

 

快適に利用で

できる生涯学

くりにつなが

開館以降、建物

了後の移転先

プレイルー

 

して、小学校

子育てについ

録がある子育

全に遊ぶこと

を満喫できる

づき、下記を

複合化・共同

化に加え、駐

齢者まですべ

て利用し、ま

よい日には屋

多数の来館者

地における公

時代に公民館

できる人にや

学習と地域コ

がる世代間交

物を民間事業

先が懸案とな

ムの数、子ど

校就学前の児

ての相談、情

育てサークル

とができる屋

空間を確保す

を導入するこ

同利用化を進

駐車場の不足

べての人に自

またそこで新

屋外に設けた

者で活気あふ

公民館用地と

館が求められ

やさしい施設

コミュニティ

交流の場 

業者から賃借

なっている。

ども広場の面

児童及びその

情報の提供、

ルが円滑に活

屋内スペース

するなど、子

 

ことと

進め、

足が長

自ら学

新たな

た憩い

ふれる

とその

れる機

設 

ィの拠

借して

また、

面積及

の保護

助言

活動で

スの創

子育て



(3) 

本計画で

記の項目に

等を考慮し

 

・異年齢

の設定

・遊具の

 

東消防署 

現在の東

老朽化が進

また、当

の後、加古

における消

 

名称

中央消防

東消防署

 

元々は分

られてお

通行車両等

また、現

防力の機能

環境面でも

えた新消防

加古川東

その配置に

 

・消防や

機能 

・緊急車

で示す東市民

に留意しなが

し整備を行う

齢の子どもが利

 

設置など親子

東消防署は、

進んでいる。

当時は、消防

古川市東消防

消防署の役割

称 

防署 加

上荘

署 野

稲美

分署であった

り、はしご車

等への接触が

現施設の老朽

能的な充実と

も改善が必要

防署の整備が

東市民病院跡

に基づき、下

や救急救命の

車両の動線に

民病院跡地に

がら、利用者

うこととする

利用する場の

子が自由に遊

、昭和５２年

 

防署の機能の

防署として加

割を担うに至

表.1

古川町、神野

荘町、東神吉

口町、平岡町

美町及び加古

たことから、

車の車庫入れ

が懸念されて

朽化と狭隘な

と強化が求め

要で、現在よ

が必要である

跡地活用計画

下記の項目に

高度化に対応

配慮した、迅

4 

における子育

数の増加な

る。 

の安全性を確

遊べる魅力的

年に建築され

の一部を分担

加古川市中央

至っている。

消防署の管

野町、西条山

吉町、西神吉

町、尾上町、

古郡播磨町の

、施設として

れ時には、国道

ている状況で

な状況は、人

められるとと

よりも広い敷

る。 

画で示す東市

に留意しなが

応した、市民

迅速な出動

育てプラザの

ど子育てプラ

確保するため

的な屋外スペ

れた建物で、

担する消防分

央消防署とと

 

轄区域 

管轄区域

山手、山手、

吉町、米田町

、別府町及び

の全域 

ては敷地面積

道２号へ大き

である。 

人口集積地を

ともに、職務

敷地を確保し

市民病院跡地

がら、東消防署

民の安全・安

と安全性の確

の用地とその

ラザに求めら

めの「動」と

ペースの確保

建築後約４

分署として整

ともに本市の

域 

新神野、八

町及び志方町

び金沢町の区

積が狭く車庫

きく旋回しな

を管轄する消

務に従事する

し、災害活動

地における東

署の整備を行

安心を守る災

確保 

の配置に基づ

られる機能や

と「静」のエ

保 

４０年が経過

整備されたが

の２署８分署

八幡町、平荘

町の区域 

区域並びに加

庫のスペース

なければなら

消防署として

る消防職員の

動拠点機能等

東消防署の用

行うこととす

災害に強い拠

 

き、下

や規模

エリア

過し、

が、そ

署体制

荘町、

加古郡

スも限

らず、

て、消

の勤務

等を備

用地と

する。 

拠点



(4) 

 

・消防車

・市民に

・市民の

・複雑多

 

施設の複合

子育てプ

者は高齢者

子育てプラ

に参加して

実施事業の

用しやすい

また、跡

らず小学生

併設するな

さらに、

できる施設

ある。 

下記の項

における公

ととする。

 

・誰もが気

・日常時

おける効

ンなプ

・必要な駐

・日常的

・樹木や花

車両の出動時

に開かれ、地

の防災意識と

多様化する災

合化・共同利

プラザの主な

者の割合が多

ラザの利用者

ている例は少

の効果的な連

い環境を整備

跡地周辺は小

生（主に低学

など、誰もが

、屋内空間や

設配置や、緑

項目に留意し

公民館と子育

 

気軽に利用で

やイベント時

効率的・効果

ラン） 

駐車台数の確

なくつろぎの

花、緑がある

時の騒音の抑制

域に親しまれ

技術の向上

害に対応で

利用化、屋外

な利用者は就

多くなってい

者が、就学し

少ないのが現

連携や情報共

備する必要が

小学生が自由

学年）も対象

が利用しやす

や駐車場を共

緑があり日常

しながら、加

育てプラザの

できるオープ

時等における

果的な多目的

確保による利

の場、賑わい

る豊かな環境

 

5 

制 

れる施設 

を図る効果的

きる消防職員

外空間の整備

就学前児童と

いる。両施設

した後も引き

現状である。

共有等を図る

がある。 

由に遊べる場

象とした屋外

すい施設整備

共同利用する

的にくつろ

古川東市民病

の複合化、共

プンスペース

る多様な利用

的空間の整備

利便性の向上

いの場等の空

境づくり、た

的な啓発活動

員の育成機能

備 

とその保護者

の実施事業の

続き、小学生

これらの施

ることで、地域

場所が少ない

外スペースや休

備も望まれる

ことにより

げる場など多

病院跡地活用

共同利用化、及

スの設置 

用者ニーズに

備（可動間仕

上 

空間の整備

ため池のひろ

動 

能 

者であり、また

の相互交流は

生等を対象と

施設を複合化

域住民が多世

ことから、就

休憩・飲食で

る。 

、屋外空間を

多目的な空間

用計画で示す

及び屋外空間

に対応できる

仕切を設置す

ろがりのある

た、公民館の

は行われてお

とした公民館

化することに

世代にわたっ

就学前児童の

できるスペー

を最大限有効

間の整備が必

す東市民病院

間の整備を行

るよう、施設

するなどのオ

る眺望の活用

 

の利用

おらず、

館事業

より、

って利

のみな

ースを

効活用

必要で

院跡地

行うこ

設内に

オープ

用 
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1. 

本

 

2. 

(1) 

 

3節 本事業

事業スケ

本事業のスケ

 建i)

 建ii)

 設iii)

 建iv)

 竣v)

 供vi)

※公民

署は

平成

本事業全体

事業用地

事業① 

敷地② 

地域③ 

 用i)

 防ii)

 iii)

 地iv)

接続④ 

 北i)

※平

2

整

い

ii) 東

その⑤ 

 既i)

 事ii)

業の概要 

ジュール 

ケジュールは

建設請負仮契

建設請負契約

設計：  

建設工事： 

竣工・引渡し

供用開始： 

民館と子育て

は、原則、同

成 34 年 3 月

体に係る前

・地域地区等

業用地：加古

地面積：約 1

域地区等： 

用途地域：第

防火地域：指

日影規制：4

地域地区：第

続道路： 

北側道路：市

平成 31 年度

2.2m・南側

整備する予定

いて、別途、

東側道路：市

の他： 

既存施設は解

事業用地は周

は概ね次のと

契約の締結

約の締結（議

  

し： 

てプラザを合

同時に供用開

月末までに引

提条件 

等 

古川市平岡町

7,190 ㎡ 

第二種中高層

指定無し 

4 時間（5～

第 3 種高度地

市道平岡幹線

度に道路拡幅

歩道約 2.5m

定である。な

、協議予定で

市道南芳苑 9

解体・撤去し

周知の埋蔵文

6 

おりとする。

： 

議決された場

   

合築した施設

開始となるこ

引き渡しする

町一色字三ツ池

層住居専用地

10m）、2.5

地区 

線（有効幅員

幅工事を行い

m を含む）と

なお、落札者

である。 

9 号線（有効

し、更地の予

文化財包蔵地

。 

場合）：

設（以下「複

ことが望まし

ことを可とす

池 797 番 29

地域（建ぺい

時間（10m）

員約 10.1m

い、有効幅員

となる予定で

者が決定次第

効幅員約 6.1

予定である。

地ではない。

平成 31 年

平成 31 年

平成 31 年度

平成 32 年度

平成 33 年

平成 34 年

複合施設」と

しいが、消防

する。 

95 他 

い率 60％、容

）、H=4m 

（北側歩道約

は約 12.3m

であり、併せ

第、バス停車

m） 

 

 

5 月頃 

6 月頃 

度～平成 32

度～平成 33

12 月末 

4 月 1 日 

いう。）及び

防署について

容積率 200％

約 2.2m 含む

（北側歩道約

せてバス停車

車帯の位置等

 

年度 

年度 

び消防

ては、

％） 

）） 

約 

車帯を 

等につ 



(2) 

 

(3) 

(4) 

 事iii)

と

市

定

 事iv)

全

ト

っ

加

な

と

 解v)

場

が

 旧vi)

な

が

 

敷地条件 

本事業

以下に示

 

「資

1-4 

料 1

「資

民病

供用開始期

複合施

月 1 日に

月末まで

 

本市側で配

事業用地内に

と併せて、敷

市道平岡幹線

定している。

事業用地内に

全て撤去予定

ト・ベントナ

っていること

加古川東市民

なお、施工時

ととする。 

解体作業に伴

（表層地盤改

場内は砕石敷

が不十分とな

旧加古川東市

「資料 1-10 

なお、建物基

が異なるため

業における整

示す別紙資料

資料 1-1 位置

都市計画図

1-7 上水道

資料 1-9 加古

病院跡地にお

期限 

施設及び消防

に供用開始で

でに引き渡し

配置する職員

には財産区が

地内を東西に

線より南側の

なお、移設

に立地してい

定となってい

ナイト・水）

とに留意する

民病院跡地に

時に基礎杭等

伴い地盤面下

改良 改良厚

敷きにて整地

なる事が想定

市民病院の建

 加古川東市

基礎及び杭を

め留意するこ

整備対象施設

料を参照する

置図」、「資料

図」、「資料 1

道配管図」、「

古川東市民病

おける杭の位

防署は、平成

できるように

しを行うこと

員の人数 

7 

が所有する池

に横断してい

の位置で点検

設工事の完了

いた旧加古川

いる。基礎杭

を充填し、

ること。基礎杭

における杭の

等の残置が確

下（ＧＬ-1.5 

厚 0.8ｍ程度

地の予定であ

定されるため

建設時の地質

市民病院跡地

を撤去した部

こと。「資料

設の敷地及び

こと。 

料 1-2 現況

-5 道路網図

資料 1-8 市

病院跡地活用

置等（柱状図

33 年 12 月

にすること。た

を可とする。

池の一部（水路

いる部分につ

検用人孔を 2

了予定は平成

川東市民病院

杭の撤去跡に

土壌を撹拌

杭の配置及び

の位置等（柱状

確認された場合

~ -2.3ｍ）に

セメント添

あるが、上水位

め留意のこと

質調査結果を

地における杭

部分について

1-11 杭解体

びその周辺イ

況図」、「資料

図」、「資料 1

市道平岡幹線

用計画（改定

図等）」「資料

月末までに引

ただし、消防

。 

路）があり、

ついては、現

か所設置の上

31 年度とな

院の基礎杭等

は、セメン

しているため

び深さについ

状図等）」を参

合は別途、市

にて地盤改良

添加量 60kg

位面が高いた

。 

を参考資料

杭の位置等（

は、上記の柱

体工法」を参

ンフラ整備

料 1-3 現況航

1-6 下水道接

線整備計画図

定）」「資料 1

料 1-11 杭解

引き渡しを行

防署について

、北側道路の

現状位置より

上で、暗渠化

なる。 

等の地下構造

トミルク（セ

め、地盤が緩

いては、「資料

参照資料とす

市と協議を行

良を予定して

g/ｍ3 程度）

ため地盤の締

として添付

（柱状図等）」

柱状図とは、

参考資料とす

備状況に関し

航空写真」、

接続現況図」

図及び設計条

1-10 加古川

解体工法」 

行い、平成 34

ては、平成 3

 

の拡幅

北側、

化を予

造物は

セメン

緩くな

料 1-10  

する。

行うこ

いる。

 

締固め

する。

 

地質

する。 

ては、

「資料

」、「資

条件」、

川東市

4 年 4

4 年 3



 

 

3. 

本

式

 

4. 

本

(1) 

複合施

である。

 

 

公

子

合

署長 

副署長 

予防係 

担当課長

警備調査

救急係 

救助係 

指揮係 

再任用 

合計（名

 

事業方式 

本事業におけ

（Design：設

事業の対

本事業の対象

設計業務 

施設及び消防

 

施設区分 

公民館 

子育てプラザ

合計（名） 

係名等 

（予防担当課長

長・副課長 

査係 

（新規設置検討

） 

ける施設（以

設計、Build

象範囲 

象範囲は、以

防署の運営業

表.2

ザ 

表.3

長含む） 

討） 

下「本施設」

：施工））に

以下のとおり

8 

務に従事す

複合施設

係名等 

事務員 

事務員 

 

消防署 職

人員数 

１ 

１ 

６ 

４ 

１２ 

１０ 

１６ 

１０ 

１０ 

７０ 

」という。）

により実施す

とする。 

る本市の職員

職員数 

職員数 

日勤帯勤務人

１

１

６

２

４

３

５

３

６

３１

の整備は設

する。 

員（予定数）

人員数 

4 

5 

9 

人員数 夜間

計施工一括発

は下表のと

間帯勤務人員数

０ 

０ 

０ 

２ 

４ 

３ 

５ 

３ 

０ 

１７ 

発注方式（D

 

とおり

数 

DB 方



 

(2) 
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本

び施

考に

 

【法令

事前① 

設計② 

積算③ 

電波④ 

本事⑤ 

その⑥ 

建設・工事

建設① 

工事② 

什器③ 

近隣④ 

電波⑤ 

その⑥ 

4節 遵守す

本事業の実施

施行規則等も

にすること。

令】 

建築① 

都市② 

景観③ 

消防④ 

高齢⑤ 

水道⑥ 

土壌⑦ 

社会⑧ 

児童⑨ 

廃棄⑩ 

建築⑪ 

公共⑫ 

地球⑬ 

エネ⑭ 

建築⑮ 

前調査業務（

計業務 

算業務 

波障害調査業

事業に伴う各

の他上記の業

事監理業務 

設業務 

事監理業務 

器・備品等調

隣対応・対策

波障害対策業

の他上記の業

すべき法制

施にあたって

も含む）を遵

なお、記載

築基準法 

市計画法 

観法、屋外広

防法 

齢者・障害者

道法、下水道

壌汚染対策法

会教育法 

童福祉法 

棄物の処理及

築物における

共建築物等に

球温暖化対策

ネルギーの使

築物のエネル

（必要に応じ

業務 

各種申請等の

業務を実施す

調達及び設置

策業務（周辺

業務 

業務を実施す

度等 

ては、地方自

遵守するとと

載のない各種

広告物法 

者等の移動等

道法、水質汚

法 

及び清掃に関

衛生的環境

における木材

策の推進に関

使用の合理化

ルギー消費性

9 

て、現況測量

業務 

する上で必要

置業務 

家屋影響調査

する上で必要

治法の他、以

もに、要綱

種関連法令等

の円滑化の促

濁防止法 

する法律 

境の確保に関す

材の利用の促進

する法律 

に関する法律

性能の向上に

量、地盤調査

な関連業務

査等を含む）

な関連業務

以下に掲げる

・各種基準

についても適

促進に関する

する法律 

進に関する法

律 

関する法律

査等） 

） 

る関連の各種

（最新版）に

適宜遵守する

る法律 

法律 

種法令（施行

については適

ること。 

 

行令及

適宜参



 

【要綱

 

大気⑯ 

建設⑰ 

資源⑱ 

建設⑲ 

条例⑳ 

 兵i)

 兵ii)

 兵iii)

 兵iv)

 兵v)

 兵vi)

 加vii)

 加viii)

 加ix)

 加x)

その21 

綱・各種基準

公共22 

公共23 

建築24 

建築25 

官庁26 

建築27 

建築28 

建築29 

建築30 

官庁31 

建築32 

建築33 

建設34 

建設35 

官庁36 

兵庫37 

その38 

気汚染防止法

設工事に係る

源の有効な利

設業法その他

例 

兵庫県建築基

兵庫県景観の

兵庫県福祉の

兵庫県環境の

兵庫県総合治

兵庫県県産木

加古川市開発

加古川市景観

加古川市水道

加古川市下水

の他関連法令

準等】 

共建築工事標

共建築設備工

築工事標準詳

築設備耐震設

庁施設の基本

築構造設計基

築設計基準及

築設備計画基

築設備設計基

庁施設の総合

築工事監理指

築工事安全施

設工事公衆災

設副産物適正

庁施設の総合

庫県公共建築

の他の関連要

法、騒音規制

資材の再資

利用の促進に

他各種の建築

基準条例 

の形成等に関

のまちづくり

の保全と創造

治水条例 

木材の利用促

発事業の調整

観まちづくり

道事業給水条

水道条例 

令、条例等 

標準仕様書（

工事標準図（

詳細図 

設計・施工方

本的性能基準

基準及び同基

及び同解説 

基準 

基準 

合耐震計画基

指針、電気設

施工技術指針

災害防止対策

正処理推進要

合耐震・対津

築物等木材利

要綱及び各種

10 

法、振動規制

源化等に関す

関する法律

関係資格法律

関する条例

り条例 

造に関する条

促進に関する

整等に関する

り条例 

条例 

建築工事編、

電気設備工事

方針 

準及び同解説

基準の資料 

基準及び同解説

備工事監理指

針 

要綱（建築

綱 

津波計画基準

用促進方針

種基準 

制法 

する法律 

律及び労働関

条例 

る条例 

る条例 

、電気設備工

事編、機械設

説 

指針、機械設

工事編） 

関係法律 

工事編、機械

設備工事編）

設備工事監理

械設備工事編

 

理指針 

 

編） 



第2章

 

第1

1. 

事

消防

 

 

2. 

設

とと

機関

を円

章 設計業

節 設計業

業務の対

事業者は、本

防署の基本設

 事i)

 事ii)

 事iii)

 事iv)

任

 事v)

設

人

定

 事vi)

報

 図vii)

本

て

 本viii)

行

作

業務の期

設計業務の期

とし、具体的

関と十分協議

円滑に推進す

業務要求水

業務遂行に

象範囲 

本要求水準書

設計及び実施

事業者は、設

こと。 

事業者は、業

事業者は、事

こと。 

事業者は、業

任で行い、関

事業者は、「

設備工事編）

人公共建築協

定の標準仕様

事業者は、各

報告すると

出すること。

図面、工事費

本市の指示を

て作成し、各

本市が議会や

行う場合や交

作成し、必要

間 

期間は、公共

的な設計期間

議した上で、

するよう期間

水準 

関する要求

書、事業提案

施設計を行う

設計業務の内

業務の進捗状

事業契約締結

業務に必要と

関係法令に基

「公共建築工

）平成 28 年

協会編集・発

様書を基準と

各種申請等の

ともに、必要

。 

費内訳書等の

を受けること

各々一連の整

や市民（近隣

交付金の申請

要に応じて説

共施設の供用

間については

事業全体に

間を設定する

11 

求内容 

案書、契約書等

こと。 

内容について

状況に応じ、本

結後、必要に

となる現況測

基づいて業務

工事標準仕様

年版」（国土交

発行）に準拠

とし、業務を

の手続きに関

要に応じて、

の用紙、縮尺

と。また、図

整理番号を付

隣住民も含む

請を行う場合

説明に関して

開始時期に

事業者の提案

支障のない

こと。 

等に基づいて

て本市と協議

本市に対して

に応じて、速

測量、地盤調

務を遂行する

書（建築工事

交通省大臣官

拠し、その他

を遂行するこ

関係する関係

、各種許認可

尺表現方法、

図面は、工事

付けること。

む）等に向け

合等、本市の

て協力するこ

間に合わせる

案に基づき定

よう設計スケ

て、複合施設

議し、業務の

て定期的に報

速やかに電波

調査等につい

るものとする

事編、電気設

官房官庁営繕

他については

こと。 

係機関との協

可等の書類の

タイトル及

事ごとに順序

 

けて設計内容

の要請に応じ

こと。 

るように事業

定めること。

ケジュールを

設・屋外広場

の目的を達成

報告を行うこ

波障害調査を

いて、事業者

る。 

設備工事編、

繕部監修、社

は日本建築学

協議内容を本

の写しを本市

及び整理方法

序よく整理統

容に関する説

じて説明用資

業者が計画す

事業者は、

を調整し、本

 

場及び

成する

こと。 

を行う

者の責

機械

社団法

学会制

本市に

市に提

法は、

統合し

説明を

資料を

するこ

関係

本業務



3. 

事

類を

て実

 

4. 

事

得る

計業

 

5. 

事

本市

こと

ま

各書

 

 

設計体制

事業者は、設

をもって本市

実施すること

 設i)

 主ii)

 担iii)

 

設計計画書

事業者は、設

ること。なお

業務完了届を

基本設計

事業者は、基

市は内容を確

と。 

また、提出図

書類等の提出

基本① 

 意i)

 構ii)

 設iii)

 各iv)

 工v)

 什vi)

 要vii)

 事viii)

 そix)

と主任技術

設計業務の主

市に通知する

と。 

設計業務着手

主任技術者届

担当技術者

書及び設計

設計着手前に

お、設計業務

を提出するこ

及び実施設

基本設計及び

確認し、その

書は全てのデ

出形態等につ

本設計 

意匠設計図

構造設計資料

設備設計資料

各室設計条件

工事費概算書

什器・備品

要求水準書と

事業提案書と

その他必要資

者の設置・

主任技術者を

こと。また

手届 

届（設計経歴

・協力技術者

業務完了届

に詳細工程表

務が完了した

と。 

計に関する

び実施設計終

の結果（是正

デジタルデー

ついては、本

（A3 縮小版

料： 

料： 

件諸元表：

書： 

リスト・カタ

との整合性の

との整合性の

資料 
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進捗管理

配置し、組織

、設計の進捗

歴書添付）

者届 

届の提出 

を含む設計計

ときは、基本

る書類の提出

終了時に遅滞

正箇所がある

ータ（CAD デ

本市との協議

版）： 

タログ：

の確認結果報

の確認結果報

織体制と合わ

捗管理につい

計画書を作成

本設計及び実

出 

滞なく以下の

場合には是

データも含む

によるものと

報告書：

報告書：

わせて設計着

いては、事業

成し、本市に

実施設計それ

書類を本市

是正要求も含

む。）も提出す

とする。 

   各 5 部 

   3 部 

   3 部 

   各 5 部 

   3 部 

   各 3 部 

   3 部 

   3 部 

着手前に以下

業者の責任に

に提出して承

れぞれについ

市に提出する

含む。）を通知

すること。な

 

下の書

におい

承認を

いて設

こと。

知する

なお、



 

6. 

本

のと

提供

 

7. 

本

者の

当該

本市

本事

 

 

 

実施② 

 意i)

 構ii)

 設iii)

 各iv)

 構v)

 設vi)

 工vii)

 什viii)

 外ix)

 要x)

 事xi)

 そxii)

設計業務

本市は、事業

とすること。

供を受けた関

設計変更

本市は、必要

の提案を逸脱

該変更により

市が当該費用

事業の対価の

施設計 

意匠設計図

構造設計図

設備設計図

各室設計条件

構造計算書

設備設計計算

工事費積算内

什器・備品

外観・内観パ

要求水準書と

事業提案書と

その他必要資

に関する留

業者に設計の

なお、事業

関連資料を、

について 

要があると認

脱しない範囲

り事業者に追

用を負担する

の支払額を減

（A1 版・A3

： 

： 

件諸元表：

： 

算書： 

内訳書・積算

リスト・カタ

パース図（額

との整合性の

との整合性の

資料 

意事項 

の検討内容に

業者は、作成

当該業務に

認める場合、

囲で、当該施

追加的な費用

ものとする

減額するもの
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3 縮小版）：

算数量調書：

タログ：

額付）：

の確認結果報

の確認結果報

ついて、必要

する設計図書

携わる者以外

事業者に対

施設の設計変

用（設計費用

こと。一方、

とする。 

 

： 

報告書：

報告書：

要に応じて随

書及びそれに

外に漏らして

して、工期の

変更を要求す

用及び直接工

本事業の費

   各 5 部 

   3 部 

   3 部 

   各 5 部 

   3 部 

   3 部 

   各 3 部 

   各 3 部 

   一式 

   3 部 

   3 部 

随時聴取する

に係る資料な

てはならない

の変更を伴わ

することがで

工事費等）が

費用に減少が

ることができ

ならびに本市

い。 

わず、かつ、

できる。その

発生したと

が生じたとき

 

きるも

市から

事業

場合、

きは、

には、



第2

複

モデ

決定

 

 

2節 全体施

複合施設及び

デルプラン」

定する。 

 全i)

消

 消ii)

上

～

 複iii)

考

 複iv)

セ

 複v)

 複vi)

 複vii)

 消viii)

隔

び

 消ix)

職

 消x)

 周xi)

防

 人xii)

歩

両

 複xiii)

 複xiv)

 

施設配置 

び消防署を含

に示す配置

全体配置計画

こと。複合施

消防署、屋外

消防署は、消

上で、複合施

～4,000 ㎡の

複合施設・屋

考慮した上で

複合施設のエ

セス性を確保

複合施設の子

複合施設と消

複合施設の敷

消防署車庫か

隔距離は 22

び職員用駐車

消防署車庫よ

職員用駐車場

消防車両の屋

周辺住宅地へ

防署からのサ

人や車等の動

歩行者動線に

両動線に配慮

複合施設の敷

と。ただし、

ェンス等を設

複合施設の敷

ろがりのある

含む全体の施

置については

画は、複合施

施設・屋外広

外広場の相互

消防活動を十

施設・屋外広

の屋外広場を

屋外広場と消

で事業者の提

エントランス

保すること。

子ども広場と

消防署のエン

敷地から消防

から前面の市

2ｍ以上確保

車場は兼用し

よりはしご車

場と交錯する

屋外広場まで

への生活環境

サイレン音、

動線に配慮す

に配慮するこ

慮すること。

敷地は東側の

、軽車両や歩

設置すること

敷地とため池

る眺望を活用
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設配置等は下

あくまで案

施設及び屋外

広場は建築基

互連携につい

十分行える消

広場の敷地面

を確保するこ

消防署の敷地

提案によるこ

スホール・地

 

と屋外広場は

ントランスホ

防署の訓練棟

市道平岡幹線

すること。離

しないこと。

車が主訓練棟

ることなく、

での動線を確

境に配慮を行

複合施設か

すること。特

こと。市道平

安全対策に

の市道南芳苑

歩行者の進入

と。 

池の境界は安

用した空間と

下記のとお

であり、事業

外広場は東側

基準法上の一

いて充分配慮

消防署の敷地

面積をできる

こと。 

地設定は、各

こと。 

地域交流スペ

は視覚的につ

ホールとの歩

棟を視認でき

線まで車両点

離隔距離内は

 

棟まで通行可

1 か所以上

確保すること

行うこと。特

からの音につ

特に、敷地に

平岡幹線が混

に十分配慮し

苑 9 号線から

入を考慮する

安全対策に十

とすること。

りとする。た

業者からの提

側、消防署は

敷地とするこ

慮すること。

地（6,000 ㎡程

るだけ確保し

各施設の計画

ペースから屋

つながる配置

歩行者動線を

きるようにす

点検等で使用

は緑化しない

可能となる車

上確保するこ

と。 

特に、平面駐

ついては十分

に隣接したバ

混雑しないよ

した計画とす

らの車両進入

るとともに、

十分配慮しつ

 

ただし、「資料

提案により配

は西側に配置

こと。複合施

 

程度）を確保

し、その内、

画内容・法規

屋外広場への

置とすること

を確保するこ

すること。 

用できるよう

いこと。利用

車路を利用者

と。 

駐車場の配置

分配慮するこ

バス停留所か

よう、敷地内

すること。 

入は不可とす

進入口以外

つつ、ため池

 

料 1-12 

配置を

置する

施設、

保した

3,500

規制を

のアク

。 

こと。 

う、離

用者及

者及び

置、消

こと。 

からの

内の車

するこ

外はフ

池のひ



第3

1. 

(1) 

(2) 

 

(3) 

 

(4) 

3節 対象施

設計業務

周辺環境の

建物・

び消防署

地域へ

的な圧迫

騒音や振

 

環境保全

環境① 

加古川

境への負

エネルギ

省エネル

こと。 

なお、

ーン購入

 

新エ② 

i) 太

ii) 太

運

iii) 太

ライフサイ

加古川

イクルコ

いて考慮

ユニバーサ

高齢者

適に利用

配慮する

施設 

全体に係る

の配慮 

外構のデザ

署の統一感を

への対応とし

迫感等を和ら

振動、粉塵、

・環境負荷低

境負荷低減の

川市の環境方

負荷の少ない

ギー性、環境保

ルギー化を図

本事業にお

入調達方針」

エネルギー活

太陽光発電設

太陽光発電設

運転（逆潮流

太陽光発電設

ンスに発電電

イクルコスト

川市公共施設

コストの低減

慮すること。

サルデザイン

者及び障がい

用できるよう

ること。 

事項 

ザインについ

を図るととも

しては、住宅

げる工夫を

臭気等によ

低減 

の工夫 

方針に基づく

い設備等の導

保全性、経済

図るため、ペ

おける物品等

によること

活用の提案 

設備など、新

設備を設置す

流なし）とし

設備等を設置

電力量表示盤

トの低減及び

設等総合管理

減について十

 

ン 

い者、就学前

、床の段差

15 

ては、事業者

に、周辺地域

地に近接す

凝らすこと。

る影響を最大

、加古川市環

導入を検討す

済性に配慮し

アガラスを使

等の調達及び

。 

新エネルギー

する場合、屋

し、屋外キュ

置する場合、

盤等、稼働状

び長寿命化

理計画に基づ

分考慮され

前児童等、全

差解消やスロー

者の工夫によ

域との調和を

る公共施設で

。また、建設

大限抑制する

環境配慮率先

るとともに、

したシステム

使用するなど

びその使用に

ーの活用等に

屋上等に設置

ュービクル型

、住民へのＰ

状況を表示す

き、建築物の

た建築物とす

ての利用者に

ープの設置等

より、複合施

を図ること。

であることを

設工事中も含

ること。 

先実行計画の

、エネルギー

を十分検討す

ど断熱性につ

あたっては

についての提

置し、商用電

型とすること

ＰＲを目的と

する設備を設

の維持管理に

するとともに

にとって、安

等、ユニバー

施設・屋外広

 

を考慮して、

含めて、周辺

の推進に向け

ーの供給には

討すること。ま

ついても考慮

、「加古川市

提案を行なう

電源との系統

と。 

として、エン

設置すること

におけるライ

に、長寿命化

安心、安全か

ーサルデザイ

 

広場及

視覚

辺への

け、環

は、省

また、

慮する

市グリ

こと。 

統連系

ントラ

。 

イフサ

化につ

かつ快

インに



(5) 

 

 

 

 

 

周辺インフ

接続① 

 市i)

 市ii)

行

上水② 

i) 接

上

ii) 複

iii) 引

の

下水③ 

i) 接

上

ii) 複

iii) 引

電力④ 

i) 引

柱

ii) 複

iii) 引

ガス⑤ 

i) 引

ii) 複

電話⑥ 

i) 引

ii) 引

渡

iii) 複

iv) 通

ス

フラとの接続

続道路 

市道平岡幹線

市道南芳苑

行者の進入を

水道（市水）

接続計画につ

上下水道局と

複合施設・屋

引き込み工事

の負担とする

水道 

接続計画につ

上下水道局と

複合施設・屋

引き込み工事

力 

引き込み方法

柱等の移設が

複合施設・屋

引き込み工事

ス 

引き込み方法

複合施設・屋

話 

引き込み方法

引込に伴い発

渡しまでの使

複合施設・屋

通話コストの

ステムの構築

続 

線及び市道南

9 号線から

を考慮するこ

 

ついては、事

との協議を行

屋外広場、消

事については

る） 

ついては、事

との協議を行

屋外広場、消

事については

法等について

が必要な場合

屋外広場、消

事については

法等について

屋外広場、消

法等について

発生する費用

使用料） 

屋外広場、消

の低減を図る

築に併せて、
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南芳苑 9 号線

の車両進入

こと。 

事業者の提案

行うこと。

消防署の各敷

は、事業者が

事業者の提案

行うこと。

消防署の各敷

は、事業者が

ては、事業者

合は、事業者

消防署の各敷

は、事業者が

ては、事業者

消防署の各敷

ては、事業者

用については

消防署の各敷

るものとする

２次的に施

線に接続でき

は不可とする

案によること

敷地で１か所

が実施するこ

案によること

敷地で１か所

が実施するこ

者の提案によ

者の負担によ

敷地で１か所

が実施するこ

者の提案によ

敷地で１か所

者の提案によ

は、事業者の

敷地で１か所

ること。また

施工する予定

きるようにす

ること。ただ

。なお、工事

所引き込むこ

こと。（メータ

。なお、工事

所引き込むこ

こと。 

よること。な

よるものとす

所引き込むこ

こと。 

よる。 

所引き込むこ

よる。 

の負担とする

所引き込むこ

た、消防署に

定となってい

すること。 

だし、軽車両

事にあたって

こと。 

ター分担金は

事にあたって

こと。 

なお、敷地内

する。 

こと。 

こと。 

る。（加入金及

こと。 

については指

いる。 

 

両や歩

ては、

は本市

ては、

内の電

及び引

指令シ



(6) 

 

(7) 

 

 

防災安全計

安全性1) 

地震等

避難安全

保安警2) 

日中の

意した計

また、

 

その他 

 複i)

か

 具ii)

例

十

慮

 

計画 

性の確保 

等の自然災害

全対策、浸水

警備の充実 

の不審者対策

計画とするこ

必要に応じ

複合施設及び

か所に集約し

具体的な整備

例等に基づき

十分配慮した

慮すること。

害発生時や非

水対策、強風

策や夜間等に

と。 

じて、防犯上

び消防署のゴ

して設けるこ

備内容につい

き市と協議す

た設計とする

。 
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常時におけ

対策、ならび

おける不法侵

、適切な照

ゴミ集積場

こと。 

いては、加古

すること。臭

ること。また

る安全性の高

びに落雷対策

侵入防止に向

明設備を設置

（水栓付）に

古川市廃棄物

臭気対策やカ

た、収集車両

高い施設とす

策に十分留意

向けて、施設

置すること。

については、

物の処理及び

カラス対策を

両の出入りが

する他、火災

意すること。

設の保安管理

 

事業用地内

び清掃に関す

を施し、衛生

がしやすいよ

 

災時の

 

理に留

内の１

する条

生面に

よう配



2. 

2-1

(

 

 

設計業務

1. 複合施設

意匠計(1) 

全体配1) 

 敷i)

 複ii)

い

 屋iii)

検

な

 

必要諸2) 

必要① 

本事

なお

る提案

什器② 

什器

品等リ

「資

リスト

等に関

則って

その

する。

設置

と。 

対象施設に

、屋外広場

画の考え方 

配置・構成 

敷地内は、複

複合施設の共

いの場となる

屋外広場は樹

検討にあたっ

など、管理や

諸室・什器・

要諸室 

事業に必要な

お、全体のバ

案による。 

器・備品等 

器・備品等の

スト」に基

資料 2-3 複

ト」に基づく

関する法律（

て調達・配置

の他、必要と

 

置する什器に

係る要件 

場 

複合施設、平

共用部は誰も

るようにする

樹木や花、緑

っては、害虫

や近隣住民へ

・備品等 

な諸室の構成

バランスや共

うち、「資料

基づく什器・

複合施設（公

什器・備品

（グリーン購

置すること。

考えられる

に応じ、転倒
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平面駐車場、

もが気軽に利

ること。 

緑がある豊か

虫、落葉、剪

へ配慮するこ

は、本書に示

共用部分の計画

料 2-2 複合

備品は本市

民館・子育て

は、事業者

購入法）」及び

 

什器・備品

防止等のた

駐輪場、屋

利用でき、日

かな環境を形

剪定の頻度及

こと。 

示すとおりと

画等について

合施設（公民館

が準備する予

てプラザ）建

が「国等によ

び「加古川市

については、

め、必要に応

屋外広場より

日常的なくつ

形成すること

及び成長によ

とすること。

ては、事業者

館・子育てプ

予定である。

建設業務に含

よる環境物品

市グリーン購

、事業者の提

応じて壁に下

り構成するこ

つろぎの場、

と。なお、植

よる周囲への

 

者の創意工夫

プラザ）什器

 

含む什器・備

品等の調達の

購入調達方針

提案によるも

下地を設置す

 

こと。 

賑わ

植栽の

の影響

夫によ

器・備

備品等

の推進

針」に

ものと

するこ



 

 

仕上計3) 

仕上① 

仕上

も留意

ては、

また

発性有

防止に

仕上

官庁営

原則と

 

建物② 

建物

する法

癒し効

また

るとと

ガラ

散防止

際の安

可動

う工夫

とする

建物③ 

建物

て十分

計画 

上計画の考え

上計画にあた

意し、清掃し

使用材料や

た、使用する

有機化合物等

に配慮するこ

上げの選定に

営繕部監修、

とする。 

物内部 

物内部の仕上

法律」に則っ

効果」等を活

た、壁の仕上

ともに、壁面

ラス窓のある

止フィルムを

安全性に十分

動間仕切壁に

夫）で、たわ

ること。 

物外部 

物外部の仕上

分な防水対策

え方 

たっては、周

しやすく管理

や断熱方法等

材料は、健

等の化学物質

と。 

にあたっては

平成 18 年）

上げについて

って、木質系

活かし、安ら

上げ材につい

面や柱の角に

開口部につ

を採用する等

分配慮するこ

については、

わみや緩み等

上げについて

策を講じるこ
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辺環境との調

理しやすい施設

等、工法を十

健康に十分配慮

質の削減に努

は、「建築設計

」に記載され

ては、「公共建

系材料の特質

ぎと落ち着

ては、就学前

ついて衝突

いては、防犯

により、ガ

と。 

収納が容易

の変形が生

は、漏水を

と。 

調和を図ると

設となるよ

十分検討し、

慮することと

めるとともに

計基準及び同

れる項目の範

建築物等にお

質である「温

きのある空間

前児童等の蹴

した場合の安

犯対策等に配

ラスが割れに

（収納時は壁

じにくく、か

防ぐため、屋

とともに、維

うに配慮し、

建物の長寿命

とし、ホルム

に、建設時に

同解説（国土

範囲と同等以

おける木材の

温かみ、柔ら

間とすること

蹴破りに耐え

安全性を確保

配慮しつつ、

にくくすると

壁面に納める

かつ、防音性

屋根及び地下

維持管理につ

特に外装に

命化を図る

ムアルデヒド

における環境

土交通省大臣

以上となるこ

の利用の促進

かさ、ぬく

と。 

えられる仕様

保すること。

強化ガラス

とともに、割

る等、目立た

性にすぐれた

下の外壁面に

 

ついて

につい

こと。 

ドや揮

境汚染

臣官房

ことを

進に関

もり、

様とす

 

スや飛

割れた

たぬよ

たもの

につい



(2) 

 

 

 

 

構造計画の

複合施

による他

（国土交

基準（国

なお、

と。 

 

施設の1) 

複合施

（国土交

施設の2) 

複合施

基準（国

建築設3) 

複合施

基準（国

の考え方 

施設の構造計

他、日本建築

交通省住宅局

国土交通大臣

これらの基

の構造体の耐

施設の構造体

交通大臣官房

の建築非構造

施設の非構造

国土交通大臣

設備の耐震安

施設の建築設

国土交通大臣

計画について

築学会諸基準

局建築指導課

臣官房官庁営

基準等の見直

耐震安全性の

体耐震安全性

房官庁営繕部

造部材の耐震

造部材耐震安

臣官房官庁営

安全性の分類

設備の耐震安

臣官房官庁営
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は、以下の適

、「2016 年追

課他編集）」及

繕部、平成

直しが行われ

の分類 

性の分類は、

、平成 25 年

震安全性の分

安全性の分類

繕部、平成

類 

安全性の分類

繕部、平成

適用基準に基

追補版建築物

及び「官庁施

25 年）」等

た場合には、

「官庁施設の

年）」の II 類

分類 

類は、「官庁施

25 年）」の

類は、「官庁施

25 年）」の

基づいて計画

物の構造関係

施設の総合耐

に準拠するこ

、変更後の基

の総合耐震・

類とする。 

施設の総合耐

A 類とする。

施設の総合耐

乙類とする。

画し、建築基

係技術基準解

耐震・対津波

こと。 

基準に準拠す

・対津波計画

耐震・対津波

。 

耐震・対津波

。 

 

基準法

解説書

波計画

するこ

画基準

波計画

波計画



(3) 

 

 

設備計画の

複合施

部監修、

水衛生設

なお、

の設備計

また、

気、ガス

 

全般 1) 

 更i)

適

 地ii)

い

 iii)

た

 省iv)

備

 設v)

受

 vi)

 vii)

 機viii)

の

 地ix)

電気設2) 

受変① 

i) 受

 

幹線② 

i) 電

の考え方 

施設の設備計

平成 25 年度

設備及び空調

「資料 2-4 

計画を標準案

ライフライ

ス、上下水道

更新性、メン

適切に配置す

地球環境及び

いエコマテ

自然採光を積

た計画とする

省エネルギー

備とすること

設備機器の更

受変電設備、

ＥＰＳの配置

ＰＳ･ＤＳの

めの開口部確

機械設備の見

のとすること

地震等の災害

に配慮するこ

設備計画 

変電設備 

受変電設備、

線設備 

電灯設備、動

計画について

度版）」に準

調設備の計画

複合施設

案として提案

ンの引き込

道）と協議を

ンテナンス性

すること。

び周辺環境に

リアル電線等

積極的に取り

ること。 

ー、省資源を

と。 

更新、メンテ

、配電盤内に

置等について

の配置、ピッ

確保等は、更

見え掛かり部

と。 

害時における

こと。 

、分電盤、制

動力設備等施
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は「建築設備

準拠し、以下

画を行うこと。

（公民館・子

案すること。

み方法、管理

行うこと。

性を考慮した

に配慮した計

等の採用を積

り入れる等、

を考慮すると

テナンス及び

に電灯、動力

ては、更新性

トの対応及び

更新性や拡張

部分は、形状

る安全性（電

制御盤等につ

施設全体の電

備計画基準

の項目を考慮

。 

子育てプラザ

理方法等につ

た計画とする

計画とし、燃

積極的に行う

、照明負荷の

とともに、ラ

び電気容量の

力の予備回線

性や拡張性に

び外壁面にお

張性に配慮し

状、材質、色

電気・機械設備

ついて、適切

電力容量を確

（国土交通大

慮した上で、

ザ）の電気・

ついては、別

ること。建築

燃焼時に有害

うこと。 

の削減につい

ランニングコ

の増加等の可

線を計画する

に配慮した計

おける給排気

した計画とす

色彩など意匠

備の機能維持

切に整備する

確保すること

大臣官房官庁

、電気設備、

機械要求性

別途各事業者

築計画に整合

害物質を発生

いて、十分配

コストを抑え

可能性を踏ま

ること。 

計画とするこ

気ダクト取合

すること。 

匠性に配慮し

持や早期復旧

ること。 

と。 

 

庁営繕

給排

性能表」

者（電

合し、

生しな

配慮し

えた設

まえ、

こと。 

合のた

したも

旧等）



 

 

中央③ 

i) 事

機

ii) 監

照明④ 

i) 照

ー

ii) 各

配

屋

iii) 屋

す

iv) 外

v) 各

vi) 子

電話⑤ 

i) 電

設

ム

ii) 事

iii) 

機

例

iv) 代

 

 

央監視設備 

事務室におい

ギーマネジメ

機器レイアウ

監視・制御は

ンプ・ファン

とすること。

明・電灯コン

照明制御は、

ー化を図るこ

各室や共用部

配慮型器具の

屋外用コンセ

屋外広場での

ること。なお

すること。 

外灯は、自動

各室において

子育てプラザ

と。 

話・放送設備

電話、施設内

設置及び配管

ム、CD、マ

事務室に設け

「資料 2-4 

に基づき、必

機から内線

（公民館と子

にすること。

例）公民館か

代表電話番号

いて、敷地内

メントが可能

ウトとするこ

は、受配電シ

ン類の遠隔監

。 

ンセント設備

、各種制御方

こと。 

部、外構部分

の採用を重視

セントを設け

のイベント実

お、容量とし

動点滅及び時

て、照明の一

ザにおいては

備・テレビ受

内放送及びテ

管配線工事を

マルチメディ

ける電話機は

複合施設

必要な諸室に

として利用で

子育てプラザ

。 

から子ども広

号は、公民館

22 

内施設全体の

能なシステム

こと。 

システム遠隔

監視制御、空

 

方式を適切に

分など、用途

視すること。

けること。

実施に対応可

しては仮設照

時間点灯・消

一括管理がで

は、就学前児

信設備 

テレビ放送受

を適切に行う

ィアプレーヤ

は、職員 2 人

（公民館・子

に電話機を設

できる状況に

ザ間を含む）

広場、子育て

館、子育てプ

の遠隔監視

ムを構築する

隔監視、共用

空調設備の遠

に組み合わせ

途に応じた適

外壁部分に

可能なよう、

照明や演奏用

消灯が可能な

できるように

児童の手の届

受信設備（地

うこと。施設

ヤー等の放送

人につき 1 台

子育てプラザ

設置し、公民

にすること。

においても

てプラザから

プラザそれぞ

・制御及び施

るとともに、

用部分照明点

遠隔監視制御

せたシステム

適切な照明器

にも保守点検

屋外コンセ

用マイクスピ

な方式とする

にすること。

届かないとこ

地上波デジタ

設内放送につ

送への対応を

台を基本とす

ザ）の電気・

民館及び子育

なお、事務

も内線として

ら大ホールへ

ぞれに設定す

施設全体のエ

運用効率の

点滅制御、各

御等が可能な

ムとし省エネ

器具を設け、

検等必要な箇

セント盤等を

ピーカー等を

ること。 

 

ころに配置す

タル放送対応

ついては、チ

可能とする

すること。 

機械要求性

育てプラザの

務所内の電話

て利用できる

への内線電話

すること。 

 

エネル

の高い

各種ポ

なもの

ネルギ

環境

箇所に

を設け

を想定

するこ

応）の

チャイ

こと。 

性能表」

の電話

話機間

る状況

話など 



 

 

 

 

 

v) 下

情報⑥ 

 i)

配

 別ii)

 Liii)

 配iv)

 将v)

誘導⑦ 

i) 多

灯

 

保安⑧ 

i) 建

部

ま

 

セキ⑨ 

i) 警

の

機械設3) 

給水① 

 雨i)

 喫ii)

下記の電話回

・電話交換機

電話回線

ＦＡＸ回線

報通信設備 

「資料 2-4 

に示す諸室に

配線及び情報

別途導入され

LAN 技術の

配線仕様は、

将来的な OA

導支援設備 

多目的トイ

灯と音等によ

を設置するこ

安カメラ設置

建物エントラ

部には、夜間

また、映像録

ること。 

キュリティ設

警備システム

の契約は本事

と。 

設備計画 

水設備 

雨水の再利用

喫茶店部分の

回線及び専用

機収容回線

（光回線 公

線（1 回線）

複合施設

において、有

報コンセント

れるインター

の革新に対応

、提案時点の

A 対応にも可

レ及び授乳室

より知らせる

こと。 

置 

ランス部、道

間も確認可能

録画機、制御

設備 

ムについては

事業とは別途

用、井水の利

の給水使用量
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用回線を設け

公民館 2 回線

 

（公民館・子

有線 LAN を

ト（中継 HU

ーネット回線

応する配線交

の最新のもの

可能なよう整

室には、緊急

る設備を設置

道路からの駐

能な保安カメ

御及び確認用

は、機械警備

途に本市にて

利用など、水

量を確認でき

けること。

線、子育てプ

子育てプラザ

利用するこ

UB も含む）

線の対応が可

換の容易な設

のとすること

整備すること

急時に押しボ

置するととも

駐車場入口部

メラ（映像録

用モニターに

備を基本とす

て行うため、

水資源の有効

きるよう、子

プラザ 2 回線

ザ）の電気・

とができるよ

を設置する

可能となるよ

設備を設置す

と。 

と。 

ボタン等によ

もに、事務室

部、道路から

画機能付）を

については、

すること。な

設計上必要

効活用を行う

子メーターを

線）  

機械要求性

よう整備し、

ること。 

ようにするこ

すること。 

より、表示灯

室に通知する

らの屋外広場

を設置するこ

事務室に設

なお、警備会

要な協議を行

うこと。 

を設置するこ

 

性能表」

、配管

こと。 

灯の点

る設備

場出入

こと。

設置す

会社と

行うこ

こと。 



 

給湯② 

i) 供

 

排水③ 

 排i)

 

ガス④ 

i) ガ

ii) 喫

iii) ガ

緊

空調設4) 

空調（

の電気・

また、

ができる

具体的

 

空調① 

 空i)

 各ii)

す

 冷iii)

媒

 

換気② 

 換i)

 各ii)

各

 省iii)

た

湯設備 

供給先の利用

水設備 

排水設備は、

ス設備 

ガス設備を設

に配慮した設

喫茶店部分の

ガス漏れ警報

緊急時には、

設備 

（冷暖房）設

機械要求性

各室に換気

るよう配慮す

的な空調設備

調設備 

空調設備につ

ュール機能を

各施設の規模

るだけ自然エ

すること。 

冷媒を使用す

媒とすること

気設備 

換気設備につ

ュール機能を

各対象エリア

各室のエアー

省エネルギー

た、可能な限

用形態に応じ

、整備内容に

設置する場合

設備とするこ

の光熱水費を

報器や緊急遮

、事務室で防

設備について

性能表」に基

気扇を設ける

すること。 

備の仕様は、

ついては、個

を持つ）の機

模・用途に応

エネルギーを

する場合は、

と。 

ついては、個

を持つ）の機

アの規模・用

ーバランスに

ー性に配慮し

限り自然換気
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じて、適切な

に応じ適切な

合は、使用目

こと。 

を把握できる

遮断弁等の設

防災管理でき

は、「資料 2

基づき設置す

る等、各諸室

事業者の提案

個別の制御性

機能を両立さ

応じて、最適

を活用するこ

、地球温暖化

個別の制御性

機能を両立さ

用途に応じて

に留意するこ

し、居室等は

気を行えるよ

な給湯方式を

な計画とする

目的に応じて

るよう、子メ

設置により安

きるようにす

2-4 複合施

ること。 

室において十

案によるもの

性と中央監視

させること。

適な空調方式

ことで、環境

化防止のため

性と中央監視

させること。

て、最適な換気

こと。 

は空調換気扇

ように計画す

を選択するこ

ること。 

て、利便性、

メーターを設

安全性を高め

すること。 

施設（公民館

分な換気（

のとする。 

視による運転

 

式を選定する

境負荷の軽減

め、オゾン層

視による運転

 

気方式を選定

扇の設置を計

すること。 

こと。 

快適性、耐

設置すること

め、ガス漏れ

館・子育てプ

湿気・結露

転管理性（ス

るとともに、

減に努めるも

層を破壊しな

転管理性（ス

定するととも

計画すること

 

耐久性

。 

れ等の

ラザ）

対策）

スケジ

でき

ものと

ない冷

スケジ

もに、

と。ま



(4

 

 

昇降機5) 

i) 高

ii) 昇

 

複合施設4) 

全体① 

i) 複

ii) 公

災

iii) 子

備

iv) 共

交

v) 屋

遊

vi) 複

ー

vii) 複

viii) 近

諸

ix) 屋

x) 照

xi) 施

機設備 

高齢者、障が

昇降機は１基

ること。 

設（公民館

体計画 

複合施設は延

公民館はすべ

に利用できる

災害時の避難

子育てプラ

「動」と「静

備すること。

う工夫するこ

共用部は少子

交流の場とな

屋外広場は遊

遊べる魅力的

複合施設は

ー化や車椅子

複合施設は可

と。 

近隣に対する

諸室間におい

屋内外に点字

照明は、駐車

施設毎の開館

を考慮した効

 公民館

 子育て

がい者等の利

基とし、15

・子育てプラ

延べ面積 2,5

べての人が快

る生涯学習と

難場所や地域

ザは異年齢

静」のエリア

。また、子ど

こと。 

子超高齢社会

なるよう工夫

遊具の設置な

的な屋外スペ

2 階建てと

子でも利用し

可能な限り、

る騒音に十分

いても遮音対

字ブロックを

車場・駐輪場

館時間を踏ま

効果的な諸室

館の開館時間

てプラザの開
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利用を考慮し

人乗り程度

ラザ）本体に

500 ㎡程度と

快適に利用で

と地域コミュ

域防災の機能

齢の子どもが

アを設定する

どもが親しみ

会や核家族化

夫すること。

など、親子や

ペースを確保

し、ユニバー

しやすいよう

、各室に自然

分配慮し、天

対策を施すこ

を適宜設置す

場や外構の外

まえ、管理区

室配置とする

間     

開館時間  

した昇降機を

で、動線や規

に係る要件

とすること。

できる人に優

ュニティの拠

能を確保する

が利用する場

るなど、子育

みやすいデザ

化の中で、地

 

や幼児、小学

保すること。

ーサルデザイ

う工夫するこ

然光や風が入

天井、床、壁等

こと。 

すること。

外灯含め、す

区分を明確に

ること。 

９：００～

９：００～

を設けること

規模に応じ適

 

優しい施設と

拠点施設とす

ること。 

場の安全性を

育て世代に魅

ザイン・レイ

地域づくりに

学生（主に低

 

インの観点か

こと。 

入りやすいよ

等に騒音・振

すべて LED

にし、ライフ

～２１：００

～１７：００

と。 

適切な大きさ

とし、誰もが

すること。ま

を確保するた

魅力的な施設

イアウトとな

につながる世

低学年）が自

から、バリア

よう、工夫す

振動対策を行

照明とする

フサイクルコ

 

 

 

さとす

が気軽

また、

ための

設を整

なるよ

世代間

自由に

アフリ

するこ

行い、

こと。 

コスト



 

 

主要② 

i) 諸

 諸室

公

子

事

共

 

ii) 所

・「

を

・「

記

す

・「

品

要諸室 

諸室の概要 

室の構成は下

区分 

公民館 

子育てプラザ

事務スペース

共用部 

所要機能（共

資料 2-1 複

を勘案した計

「資料 2-2 

記載されてい

すること。 

「資料 2-3 

品等リスト」

下表のとおり

表.1 複

大ホール

室、研修

ザ 子ども広

ム 1、プ

収納庫

※子ども

につい

ス 事務室

エントラ

ス、その

室、廊下

ス 

共通条件）

複合施設（公民

計画を行なう

複合施設（公

いる什器・備

複合施設（公

に記載され
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りとすること

複合施設の諸

ル・ホール倉

修室、グルー

広場、絵本コ

プレイルーム

も広場、絵本

いては、上足

ランスホール

の他（トイレ

下・風除室等

民館・子育て

うこと。 

公民館・子育

備品等を各諸

公民館・子育

れている什器

と。 

諸室構成 

諸室等

倉庫、小ホー

ープ室、調理

コーナー、授

ム 2、プレイル

本コーナー、

足とすること

ル、ベビーカ

レ、給湯室、

等）、空調・

てプラザ）の

育てプラザ）

諸室に配置

育てプラザ）

器・備品等を

等 

ール、事務倉

理室、和室、

授乳室、相談

ルーム 3、プ

プレイルーム

と 

カー置き場、

エレベータ

機械室もし

サークル活動

の什器・備

・収納できる

の建設業務

を各諸室に設

倉庫、喫茶、

倉庫 

談室、プレイ

プレイルーム

ム 1～4、授

地域交流ス

ー昇降路、

くは設置ス

動、利用状況

備品等リスト

るスペースを

務に含む什器

設置すること

 

会議

ルー

ム 4、

授乳室

ペー

階段

ペー

況等」

ト」に

を設置

器・備

。 



27 
 

iii) 所要機能（諸室別） 

表.2 所要機能 

公民館 

諸室名称 用途等 

1 大ホール・ 

ホール倉庫 

延べ 

260 ㎡程度 

・講演会等の椅子の配置を想定し、最大 200 名程度を

収容可能とすること。 

・出入口を 2 ヶ所以上設置すること。 

・収容人数と部屋の大きさに応じた手動式のスクリー

ンを舞台中央部に設置すること。 

・講演会等が開催可能な大ホールの広さに適した大き

さで高齢者でも簡単に設置できる壁面収納型の可

動式舞台（W9.0m×D3.0m×H0.3ｍ）を設置する

こと。 

・舞台と同幅の横一文字看板を設置できるバトン及び

看板枠を設置するとともに、懸垂幕用バトンも併せ

て設置すること。 

・音響設備として、スピーカー、アンプ、ミキサー、

ＣＤプレーヤー及びカセットテープも使用できる

設備を設置すること。拡声設備（ワイヤレスマイク

等）を設置すること。なお、カセットテープについ

ては、ラジオカセット等を音響設備に接続して使用

する方法も可とする。 

・サークル活動等を想定した床仕上げ材は、事業者の

提案によるものとする。ただし、傷の付きにくい硬

質のものを使用すること。 

・ホール倉庫は、什器・備品等を収納・取り出しやす

いよう、倉庫数を増やすなど、工夫を行うこと。 

・フロアコンセントを８か所以上設置すること。 

・遮光性に配慮した、カーテンもしくはブラインドを

設置すること。 

・壁面に縦 1.8ｍ×横 5.0ｍ程度の鏡を設置し、不使用

時には、目隠しできるようにすること。 

・天井、床、壁等に騒音・振動対策を講じること（遮

音等級 D-55、騒音等級 N-30、騒音評価 NC-25 程

度）。 
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・遮音性能（D-55 以上）を有した可動間仕切りであ

れば、小ホールと一体とすることは可とする。ただ

し、各々の面積は、大ホール 200 ㎡程度・小ホール

100 ㎡程度で合計 300 ㎡程度とすること。 

・天井高は室の機能及び小ホールとの一体化に応じ適

切な高さを提案すること。 

2 小ホール 

延べ 

100 ㎡程度 

・講演会等の椅子の配置を想定し、最大 60 名程度を

収容可能とすること。 

・音響設備として、スピーカー、アンプ、ミキサー、

ＣＤプレーヤー及びカセットテープも使用できる

設備を設置すること。なお、カセットテープについ

ては、ラジオカセット等を音響設備に接続して使用

する方法も可とする。 

・床仕上げ材は、事業者の提案によるものとする。た

だし、サークル活動等を想定したうえで、傷の付き

にくい硬質のものを使用すること。 

・壁面に縦 1.8ｍ×横 3.0ｍ程度の鏡を設置し、不使用

時には、目隠しできるようにすること。 

・天井、床、壁等に騒音・振動対策を講じること（遮

音等級 D-55、騒音等級 N-30、騒音評価 NC-25 程

度）。 

・遮光性に配慮した、カーテンもしくはブラインドを

設置すること。 

・ホワイトボードを設置すること。 

3 事務倉庫 

延べ 

55 ㎡程度 

・１階に配置し、自動車の荷物を直接搬出入できるよ

う、屋外からもアクセス可能とすること。 

4 喫茶 

延べ 

15 ㎡程度 

・1 階に配置すること。 

・地域交流スペースやエントランスホールからアクセ

スしやすい位置に配置すること。 

・調理台、食器棚については「資料 2-3 複合施設（公

民館・子育てプラザ）の建設業務に含む什器・備品

等リスト」の内容を整備すること。 

・その他受付・配膳が可能となるようにすること。 

5 会議室 

延べ50㎡程度 

・カーテンもしくはブラインドを設置すること。 

・ホワイトボードを設置すること。 
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6 研修室 

延べ 

40 ㎡程度 

・カーテンもしくはブラインドを設置すること。 

・ホワイトボードを設置すること。 

 

7 グループ室 

延べ 

40 ㎡程度 

・什器・備品等の配置は、登録団体が利用しやすいよ

う工夫すること。 

・カーテンもしくはブラインドを設置すること。 

8 調理室 

延べ 

90 ㎡程度 

・調理実習室に、調理台 5 台を設置し、ガスとするこ

と。なお、調理台は配膳台としても使えるように、

蓋付きのものとすること。（調理台 5 台のうち、1

台を障がい者の方等が利用するガス式の昇降式調

理台を設置すること。） 

・使用の際に発生する音やにおい、熱に配慮すること。

・床仕上げ材は、上足での利用を想定し、水がこぼれ

ても滑りにくく、かつ掃除がしやすい衛生的なもの

とすること。 

・壁仕上げ材は、防汚性、防湿性、防カビ性に優れ、

焦げにくく、掃除しやすいものとすること。 

・下足棚を設置すること。 

・カーテンもしくはブラインドを設置すること。 

9 和室 

延べ 

100 ㎡程度 

・2 室に分けて使えるように、開閉が容易な構造の板

襖を設置すること。 

・出入口を 2 箇所設けること。 

・茶道教室が実施できるように炉を切り（2 箇所）、炉

壇は電気熱式とすること。 

・窓には障子（紙部分はプラスチック製）を設置する

こと。 

・床の間（掛け軸用フックを設置）、押入、水屋（上

部に棚を設置）、縁側を設置すること。 

・押入は約 12 ㎡程度を設け、2 室に分けた際、使用に

支障がないよう配置すること。 

・踏込を設け、出入口にスリッパ入れを設置すること。

・調理室と直接往来が可能な配置とすること。 

10 倉庫 

延べ 

20 ㎡程度 

・施設内に公民館専用の倉庫を１室、設置する。設置

箇所については提案による。 

  



30 
 

子育てプラザ 

諸室名称 用途等 

1 子ども広場 

延べ 

250 ㎡程度 

・事務室から子ども広場が見える配置とすること。 

・イベントで活用しやすい広い空間を確保すること。

・異年齢（0～5 歳児）の子どもの遊び方に配慮し、「静

（主に 0～2 歳）」と「動（主に 3～5 歳）」の空間を

設定した上で、遊具の配置が可能なようにするこ

と。 

・1 階に配置するとともに、外部に足洗い場を設ける

こと。 

・絵本コーナーと一体的な空間とすること。 

・授乳室へ直接アクセスできるようにすること。 

・上足とし、踏込を設け、出入口に下足棚を設置する

こと。 

・クッションフロアとすること。 

・全ての窓にカーテンを設置すること。 

2 絵本 

コーナー 

延べ 

25 ㎡程度 

・子どもの利用に配慮した本棚を設置すること。 

・クッションフロアとすること。 

・上足とし、子ども広場と一体となるように設置する

こと。 

3 授乳室 

延べ 

15 ㎡程度 

・1 階に配置すること。 

・授乳スペースを１か所設ける他、おむつ替えで利用

できるスペースを確保し、間仕切りを設置するな

ど、プライバシーに配慮すること。 

・授乳用の流し台、簡易な設備を備えたミニキッチン

等を設置すること。給湯設備は不要。 

・押しボタンを設け、異常があった場合、表示灯の点

灯と音等により知らせる設備を設置し、事務室に知

らせる設備を設置すること。 

4 相談室 

延べ 

10 ㎡程度 

・相談者のプライバシーに配慮した空間とすること。

・6 名程度の利用が可能なものとすること。 

・事務室に隣接すること。 
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5 プレイルーム 

1 室延べ 

50 ㎡程度 

計 4室 

・1 階に配置すること。 

・2 室（一体利用）で講座等を行い、別の 2 室（一体

利用）で一時保育することを想定している。このた

め、子どもの声などが講座等の妨げにならないよ

う、部屋の防音性を確保するか、2 室と 2 室を離れ

た配置とするなどの配慮をすること。 

・クッションフロアとすること。 

・各室、収納庫へ直接アクセスできることが望ましい。

・すべての窓に、カーテンを設置すること。 

6 収納庫 

延べ 

80 ㎡程度 

・２室以上に分けること。 

・１室は、プレイルームから直接アクセスできるよう

にすること。 

 

事務スペース 

諸室名称 用途等 

1 事務室 

延べ 

160 ㎡程度 

・事務室は公民館、子育てプラザごとの事務スペース

が分かれるように配置すること。 

・高さ 0.7ｍの受付カウンターを設けること。 

・カウンター内外を隔てるスイング扉等を設けるこ

と。 

・事務室への扉は鍵がかかるドアとすること。 

・OA フロアとすること。 

・以下については、2 課で共有できる、共同利用を踏

まえた配置とすること。 

①打合せスペースの確保 

②流し台、給湯可能な簡易な設備を備えたミニキッ

チンの設置 

③更衣室（男・女） 

④休憩スペース（可動間仕切り・パーティション等

を設置し、利用者への見え方に配慮すること） 

・すべての窓に、カーテンもしくはブラインドを設置

すること。 
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共用部 

諸室名称 用途等 

1 エントランス

ホール 

延べ 

170 ㎡程度 

・エントランスホールは、屋外広場など外部からのア

クセス性などにも配慮した１階に配置すること。 

・吹き抜け等、施設のシンボル的な空間となるようデ

ザインについて創意工夫を図ること。 

・展示スペース、パンフレット棚を設置すること。 

・出入口に風除室を設置し、風雨等が吹き込まないよ

うにすること。 

・玄関に、傘立て、靴拭きマットを設置すること。 

・ベビーカー等置場（25 ㎡程度）のスペースを確保す

ること。 

・施設全体の配置がわかる案内板を設置すること。 

・自動販売機の設置を想定し、電源を設けること。 

2 地域交流 

スペース 

延べ 

100 ㎡程度 

・１階に配置し、エントランスホール・喫茶スペース

と連続した一体的な空間とすること。 

・就学前児童と保護者、小学生、親子、高齢者のほか、

中学生・高校生も含めた全世代にわたる多目的な利

用を想定すること。 

・一人でも利用しやすいカウンターや、複数人で利用

できる机・椅子の設置、その他誰もが利用しやすい

家具の設置など、できるだけ多くの人が利用しやす

い空間とすること。 

3 トイレ ・各階に男性用、女性用、多目的トイレを設けること。

・人感センサー付照明とすること。 

・ベビーシートを設置すること。 

・個室にはベビーチェアを設置すること。 

・各階に多目的トイレを 1 ヶ所設けること。なお、1

階の多目的トイレはオストメイト対応とし、ステン

レス手摺、バリアフリー洗面、汚物流し（壁付）、

鏡、シャワー（シングルレバー混合水栓）、緊急呼

出装置、ベビーシート、ベビーチェア、水石鹸入れ

等を設置すること。 

・男性用・女性用の各トイレには、子ども用の大便器、

小便器及び手洗い場を設置すること。 

・小便器は、センサー等により自動排水とすること。
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なお、手洗いについても、自動水栓対応とする。 

・１階のトイレについては、メンテナンスを考慮し、

地下ピットを設けること。 

4 給湯室 ・流し台、給湯可能な簡易な設備を備えたミニキッチ

ンを設置すること。 

5 廊下・階段 

 

・手摺り（点字付き）を設置すること。 

・掃除用具ブース（掃除用具の収納及び掃除流し）を

設けること。 

・廊下に消火器を設置できるスペースを確保するこ

と。 

・AED を事務室付近の廊下に設置できるスペースを

確保すること。 

6 空調・機械室

もしくは設置

スペース 

・建物に必要な空調・機械室もしくは屋上・屋外等へ

の設置スペースを確保すること。 

※事務室からのアクセスと利用者からの視認性に配慮しつつ、共用部（廊下・

階段）等に洗濯機を設置するスペースを確保するとともに、洗濯機の給水口

及び排水溝を設けること。なお、洗濯機の発する音が事務所を含めた各室に

影響がないよう、配置を考慮すること。（併せて洗濯機パンを設置すること。） 
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庫（別棟）の構

国土交通大臣
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辺環境との調

理しやすい施設

等、工法を十

健康に十分配慮

質の削減に努

は、「建築設計

」に記載され

ては、各部門

た上で、最適

行うこと。

は、漏水を

と。 

は、以下の適

、「2015 年版

編集）」及び

、平成 25 年

直しが行われ

の分類 

分類は、「官庁

平成 25 年）」

構造体耐震安

官房官庁営繕

調和を図ると

設となるよ

十分検討し、

慮することと

めるとともに

計基準及び同

れる項目の範

門、諸室の用

適の仕上げを

防ぐため、屋

適用基準に基

版建築物の構

「官庁施設の

年）」等に準拠

た場合には、

庁施設の総合

のⅠ類とす

安全性の分類

繕部、平成

とともに、維

うに配慮し、

建物の長寿命

とし、ホルム

に、建設時に

同解説（国土

範囲と同等以

途及び使用

を選択するこ

屋根及び地下

基づいて計画

構造関係技術

の総合耐震・

拠すること。

、変更後の基

合耐震・対津

る。 

類は、「官庁施

25 年）」のⅢ

維持管理につ

特に外装に

命化を図る

ムアルデヒド

における環境

土交通省大臣

以上となるこ

頻度、維持

こと。スリッ

下の外壁面に

画し、建築基

術基準解説書

・対津波計画

。 

基準に準拠す

津波計画基準

施設の総合耐

Ⅲ類とする。

 

ついて

につい

こと。 

ドや揮

境汚染

臣官房

ことを

管理、

ップ防

につい

基準法

書（国

画基準

するこ

準（国

耐震・

 



 

(3) 

施設の2) 

庁舎に

耐震・対

こと。主

分類は、

平成 25 年

 

建築設3) 

庁舎の

（国土交

主訓練

耐震・対

設備計画の

公共施

部監修、

水衛生設

なお、

こと。 

なお、

気、ガス

 

全般 1) 

 更i)

適

 地ii)

い

 iii)

た

 省iv)

備

 設v)

受

 vi)

 防vii)

災

の建築非構造

については、

対津波計画基

主訓練棟及び

「官庁施設の

年）」の B 類

設備の耐震安

の建築設備の

交通大臣官房

練棟及び車庫

津波計画基準

の考え方 

施設の設備計

平成 25 年度

設備及び空調

「資料 3-3 

ライフライ

ス、上下水道

更新性、メン

適切に配置す

地球環境及び

いエコマテ

自然採光を積

た計画とする

省エネルギー

備とすること

設備機器の更

受変電設備、

ＥＰＳの配置

防災拠点とし

災害時及び停

造部材の耐震

公共施設の

準（国土交通

び車庫（別棟

の総合耐震

類とすること

安全性の分類

の耐震安全性

房官庁営繕部

庫（別棟）の

準（国土交通

計画について

度版）」に準

調設備の計画

消防署の電

ンの引き込

道）と協議を

ンテナンス性

すること。

び周辺環境に

リアル電線等

積極的に取り

ること。 

ー、省資源を

と。 

更新、メンテ

、配電盤内に

置等について

して、庁舎部

停電時のバッ
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震安全性の分

の非構造部材

通大臣官房官

棟）について

・対津波計画

と。 

類 

性の分類は、

、平成 25 年

の建築設備の

通大臣官房官

は「建築設備

準拠し、以下

画を行うこと。

電気・機械要

み方法、管理

行うこと。

性を考慮した

に配慮した計

等の採用を積

り入れる等、

を考慮すると

テナンス及び

に電灯、動力

ては、更新性

部分の全ての

ックアップを

分類 

材耐震安全性

官庁営繕部、

は、公共施設

画基準（国土

「官庁施設の

年）」の甲類

の耐震安全性

官庁営繕部、

備計画基準

の項目を考慮

。 

求性能表」を

理方法等につ

た計画とする

計画とし、燃

積極的に行う

、照明負荷の

とともに、ラ

び電気容量の

力の予備回線

性や拡張性に

の電源系統は

を行うこと。

性の分類は、

平成 25 年

設の非構造部

土交通大臣官

の総合耐震・

とする。 

性の分類は、

平成 25 年）」

（国土交通大

慮した上で、

を標準案とし

ついては、別

ること。建築

燃焼時に有害

うこと。 

の削減につい

ランニングコ

の増加等の可

線を計画する

に配慮した計

、負荷種別毎

 

「官庁施設の

年）」の A 類と

部材耐震安全

官房官庁営繕

・対津波計画

「官庁施設の

」の乙類とす

大臣官房官庁

、電気設備、

して計画を行

別途各事業者

築計画に整合

害物質を発生

いて、十分配

コストを抑え

可能性を踏ま

ること。 

計画とするこ

毎に適宜分割

 

の総合

とする

全性の

繕部、

画基準

の総合

する。 

庁営繕

給排

行なう

者（電

合し、

生しな

配慮し

えた設

まえ、

こと。 

割し、



 

 

 照viii)

 ix)

 機x)

の

電気設2) 

受変① 

i) 受

ii) 耐

設

iii) 原

す

iv) 非

す

必

は

慮

す

 

動力② 

i) 各

電

ii) 屋

 

幹線③ 

i) 電

ii) 施

Ａ

iii) 幹

iv) 各

照明系統につ

ＰＳ･ＤＳの

めの開口部確

機械設備の見

のとすること

設備計画 

変電設備 

受電方式は高

耐候性や耐久

設置すること

原則として、

すること。 

非常用発電設

する。（備蓄

必要な設備

は、発電機容

慮して選定す

すこと。 

力設備 

各動力盤（空

電源及び制御

るとともに、

屋上ではケー

線設備 

電灯設備、動

施設幹線の容

Ａ以下とする

幹線の天井裏

と。 

各階幹線ルー

と。 

ついては、停

の配置、ピッ

確保等は、更

見え掛かり部

と。 

高圧とするこ

久性に配慮の

と。 

、変圧器バン

設備は屋上に

蓄量について

（ポンプ、配

容量に応じた

すること。な

空調・換気

御用配線を行

、防災盤にて

ーブルラック

動力設備等施

容量は施工性

ること。 

裏横引き配線

ートは二重化
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停電時に最低

トの対応及び

更新性や拡張

部分は、形状

こと。 

の上、屋外キ

ンクの分割に

に設置するこ

ては、燃料 40

配管等）を併

た機能性や環

なお、引き渡

・その他動力

行う計画とし

て故障等警報

ク及び金属管

施設全体の電

性・ＭＣＣＢ

線部分につい

化を図り、電

低１／２程度

び外壁面にお

張性に配慮し

状、材質、色

キュービクル

については、

ことを想定し

00 リットル

併設すること

環境性などを

渡し時には、

力用）から、

し、省人力化

報監視が可能

管配管とする

電力容量を確

Ｂの操作性な

いては、ケー

電力供給にお

度の照度を確

おける給排気

した計画とす

色彩など意匠

ル型受変電設

電源側三相

し、危険物倉

ル程度とする

と。非常用発

を考慮し、維

燃料を満タ

各動力機器

化のため自動

能な計画とす

ること。 

確保すること

どを勘案し

ーブルラック

おける信頼性

確保すること

気ダクト取合

すること。 

匠性に配慮し

設備として屋

相バランスを

倉庫に燃料を

。）また、給

発電機設備の

維持管理面に

タンにして引

器等の負荷設

動運転を原則

すること。 

と。 

、原則として

ク上に敷設す

性を向上させ

 

。 

合のた

したも

屋上へ

を考慮

を備蓄

給油に

の方式

にも配

引き渡

設備に

則とす

て 225

するこ

せるこ



 

中央④ 

i) 事

視

ii) 監

電灯⑤ 

i) 照

ー

ii) 

iii) 各

配

iv) 各

箇

vi) 玄

vii) 外

 

電話⑥ 

i) 構

ii) 電

整

各

備

方

iii) 幹

iv) 

v) 下

 

央監視設備 

事務室におい

ギーマネジメ

視機器も集約

監視・制御は

ンプ・ファン

とすること。

灯コンセント

照明制御は、

ー化を図るこ

出動経路につ

各室や共用部

配慮型器具を

各室の用途に

箇所に屋外用

玄関に赤色灯

外灯は、自動

話設備等 

構内電話交換

電話機は、消

整備し、機能

各所に３回線

備が配線でき

方法について

と。 

幹線敷設用ケ

ラック幅や配

こと。また、

下記の電話回

きるものとす

・電話交換機

電話回線

ＦＡＸ回線

いて、敷地内

メントが可能

約させ、運用

は、受配電シ

ン類の遠隔監

。 

設備・電源

、各種制御方

こと。 

ついては、出

部、外構部分

を採用するこ

に応じたコン

用コンセント

灯を設けるこ

動点滅及び時

換設備を設け

消防署の供用

能を設定する

線（IP 電話

きるよう、配

ては、設計及

ケーブルラッ

配管数は、別

、将来回線の

回線を設ける

すること。

機収容回線

（光 ２回線

線（１回線）
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内施設全体の

能なシステム

用効率の高い

システム遠隔

監視制御、空

設備 

方式を適切に

出動指令と連

分など、用途

こと。 

ンセントを設

トを設けるこ

こと。 

時間点灯・消

けること。

用開始前に指

るため、OA

話、指令シス

配管工事を施

及び施工の段

ック、配管及

別途導入機器

の増幅にも対

ること。電話

線）  

 

の遠隔監視

ムを構築する

い機器レイア

隔監視、共用

空調設備の遠

に組み合わせ

連動で照明を

途に応じた適

設置し、外壁

こと。 

消灯が可能な

指令システム

フロアやケー

テム、インタ

施しておくこ

段階において

及び端子盤な

器に対応でき

対処可能なも

話交換機は、

・制御及び施

ること。防災

アウトとする

用部分照明点

遠隔監視制御

せたシステム

を点灯させる

適切な照明器

壁部分にも保

な方式とする

ム設置の一環

ーブルラック

ターネット回

こと。なお、

て、発注者と

などを設ける

きるルートと

ものとするこ

将来の回線

施設全体のエ

災、防犯関係

ること。 

点滅制御、各

御等が可能な

ムとし省エネ

ること。 

器具を設け、

保守点検等必

ること。 

環として２次

ク等により、

回線）の LA

各諸室への

と詳細協議す

ること。 

と容量を確保

こと。 

線の増幅に対

 

エネル

係の監

各種ポ

なもの

ネルギ

環境

必要な

次的に

必要

AN 設

の配線

するこ

保する

対応で



 

情報⑦ 

i) 別

L

ル

ii) 情

シ

iii) 障

 

テレ⑧ 

i) 地

 

テレ⑨ 

i) 本

ii) 本

波

 

放送⑩ 

i) 消

ii) 

す

iii) 指

応

iv) ス

v) ス

計

vi) 

vii) 緊

報

viii) 

報設備 

別途導入され

LAN ケーブ

ルラック等に

情報関係の端

シビリティの

障害時の安全

レビ等受信設

地上波デジタ

レビ等電波障

本施設着工前

本施設建設に

波障害対策を

送設備 

消防法に定め

出動指令放送

すること。 

指令システム

応させること

スピーカーは

スピーカーを

計画とするこ

出動指令放送

については、

きることとす

緊急地震速報

報を伝達でき

自動火災報知

けること。 

れるインター

ブルが敷設可

により、必要

端末設置箇所

のある配線計

全性確保やＥ

設備 

タル放送の受

障害対策 

前及び完成後

に伴い、近隣

を行うこと。

める非常放送

送等は、敷地

ムとの連携を

と。 

は天井埋め込

を設置する諸

こと。 

送（一般放送

、救急及び消

すること。

報受信装置を

きるようにす

知設備と連動

 

42 

ーネット回線

可能な配管を

要各所に配線

所は、将来の

計画を行い、

ＥＰＳの適正

受信が可能な

後に、テレビ

隣にテレビ電

 

送及び業務放

地内のどの位

を図り、緊急

込み型を基本

諸室には音量

送系統を使用

消防別に出来

を設け放送設

すること。

動をとり、敷

線及び指令シ

設置するもの

線可能な計画

の増加にも対

予備経路な

正な確保等に

な設備を設置

ビ等電波受信

電波障害が発

放送兼用設備

位置において

急放送（指令

本とすること

量調整器を設

用）は、周辺

来ること）・通

設備と連動さ

敷地内に鳴動

システム関連

のとし、ＯＡ

画とすること

対応するため

なども確保す

に努めること

置すること。

信状況調査を

発生した場合

備を設置する

ても放送が聞

令放送等）に

と。 

設け、個別音

辺へ配慮し、

通路及び外部

させ速報受信

動するように

連回線の２系

Ａフロアやケ

と。 

め、配線上フ

すること。 

と。 

 

を実施するこ

合は、テレビ

ること。 

聞き取れるも

における機能

音量調整が可

各諸室（仮

部等個別制御

信時に敷地内

にスピーカー

 

系統の

ケーブ

フレキ

こと。 

ビ等電

ものと

能に対

可能な

仮眠室

御がで

内に情

ーを設



 

 

 

 

 

保安⑪ 

i) 車

 

セキ⑫ 

i) 防

で

設

情報⑬ 

i) 別

備

 

機械設3) 

給水① 

 給i)

使

 雨ii)

給湯② 

i) 供

排水③ 

 排i)

使

ガス④ 

i) ガ

ii) ガ

緊

安カメラ設備

車庫前に夜間

ること。また

に設けること

キュリティ設

防災、防犯、

できるような

設備の設置に

報通信システ

別途設置され

備への対応を

設備計画 

水設備 

給水管は高耐

使用すること

雨水の再利用

湯設備 

供給先の利用

水設備 

排水管は高耐

使用し、継ぎ

ス設備 

ガス設備を設

に配慮した設

ガス漏れ警報

緊急時には、

備 

間においても

た、映像録画

と。 

設備 

安全管理の

なセキュリテ

については、

テムの設備等

れる指令シス

を十分に考慮

耐久性に配慮

と。 

用、井水の利

用形態に応じ

耐久性に配慮

ぎ手部分にも

設置する場合

設備とするこ

報器や緊急遮

、事務室で防
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も確認可能な

画機、制御及

の観点から、

ティシステム

別途、本市

への対応 

ステムに対し

慮すること。

慮するととも

利用など、水

じて、適切な

慮するととも

も十分配慮を

合は、使用目

こと。 

遮断弁等の設

防災管理でき

な保安カメラ

及び確認用モ

建物自体が

ムを構築する

市と協議する

して、電気容

 

もに、腐食等

水資源の有効

な給湯方式を

もに、腐食等

を行うこと。

目的に応じて

設置により安

きるよう配慮

ラ（映像録画

モニターにつ

が 24 時間休み

ること。なお

ること。 

容量や配線ル

等の変形が生

効活用を行う

を選択するこ

等の変形が生

 

て、利便性、

安全性を高め

慮すること。

画機能付）を

ついては、事

みなく安全に

お、セキュリ

ルート等の必

生じにくいも

うこと。 

こと。 

生じにくいも

快適性、耐

め、ガス漏れ

 

 

を設け

事務室

に稼動

リティ

必要設

ものを

ものを

耐久性

れ等の



 

 

 

(4

空調設4) 

原則と

に示す諸

また、

ができる

とするこ

空調① 

 空i)

 各ii)

す

 冷iii)

媒

 

換気② 

 換i)

 各ii)

各

 省iii)

た

昇降機5) 

i) 高

ii) 昇

ス

消防署本4) 

全体① 

 i)

 ii)

iii)

 iv)

設備 

として、空調

諸室を対象と

各室に換気

るよう配慮す

こと。 

調設備 

空調設備につ

ュール機能を

各施設の規模

るだけ自然エ

すること。 

冷媒を使用す

媒とすること

気設備 

換気設備につ

ュール機能を

各対象エリア

各室のエアー

省エネルギー

た、可能な限

機設備 

高齢者、障が

昇降機は１基

ストレッチャ

本体に係る要

体計画 

消防署は延

とすること

緊急車両と

 緊急車両の

玄関アプロ

（冷暖房）設

すること。

気扇を設ける

すること。具

ついては、個

を持つ）の機

模・用途に応

エネルギーを

する場合は、

と。 

ついては、個

を持つ）の機

アの規模・用

ーバランスに

ー性に配慮し

限り自然換気

がい者等の利

基設置し、動

ャーが入る構

要件 

延べ面積 3,0

と。 

と来庁者車両

の出動動線は

ローチの人車
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設備は「資料

 

る等、各諸室

具体的な空調設

個別の制御性

機能を両立さ

応じて、最適

を活用するこ

、地球温暖化

個別の制御性

機能を両立さ

用途に応じて

に留意するこ

し、居室等は

気を行えるよ

利用を考慮し

動線や規模に

構造とするこ

000～3,500

両の動線を離

は、速やかに

車分離を明確

料 3-3 消防署

室において十

設備の仕様は

性と中央監視

させること。

適な空調方式

ことで、環境

化防止のため

性と中央監視

させること。

て、最適な換気

こと。 

は空調換気扇

ように計画す

し、昇降機を

に応じて、適切

こと。 

㎡程度、その

離し、交錯し

に出動できる

確にすること

署の電気・機

分な換気（

は、事業者の

視による運転

 

式を選定する

境負荷の軽減

め、オゾン層

視による運転

 

気方式を選定

扇の設置を計

すること。 

を設けること

切な大きさと

のうち主訓練

しないこと。

るようにする

と。 

機械要求性能

湿気・結露

の提案による

転管理性（ス

るとともに、

減に努めるも

層を破壊しな

転管理性（ス

定するととも

計画すること

と。 

とするととも

練棟は 500 ㎡

 

ること。 

 

能表」

対策）

るもの

スケジ

でき

ものと

ない冷

スケジ

もに、

と。ま

もに、

㎡以下



 

 

主要② 

 i)

要諸室 

諸室の概要

区分

庁
舎
建
物 

1 階

2 階

3 階

屋

付
帯
施
設 

訓練

そ

要 

表.

分 

階 

階 

階 

上 

練施設 

の他の施設
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.4 諸室の概

車庫、出

械整備作

レ（男性

救急消毒

洗面室

署長室、

合せ室、

浴室・脱

室、浴室

多目的）、

トレーニ

性用、女

庫、リネ

スペース

空調・機

主訓練棟

来庁者用

輪場、ご

揚塔、消

舎建物付

概要 

出動準備室、

作業室、防火

性用、女性用

毒室（救急資

事務室、作

食堂・厨房

脱衣室、洗面

室、脱衣室、洗

、ＥＶ 

ニング室、多

女性用）、日勤

ネン室、トイ

ス（補助訓練

機械室もしく

棟、水防倉庫

用駐車場（身

ごみ置き場、

消防情報表示

付帯） 

諸室等 

消防資機材

火衣等乾燥室

、多目的）、

資機材庫・医

作戦会議室、

房、休憩室、

面室、女性用

洗面所）、ト

多目的ルーム

勤者用休憩室

レ（男性用

練棟） 

は設置スペ

庫、危険物倉

身障者等用含

耐震性貯水

示盤、懸垂幕装

材庫、救助資

室、職員用出

ＥＶ、救急

医療廃棄物保

市民相談室

仮眠室、洗濯

用スペース

トイレ（男性

ム、日勤者用

室、給湯室、

、女性用）、

ペース等 

倉庫 

含む）、職員用

水槽、消火栓

装置、ホース

 

資機材庫、機

出入口、トイ

隊用仮眠室、

管庫含む）、

室兼外来者打

濯・乾燥室、

（洗濯・乾燥

用、女性用、

用更衣室（男

物品庫、書

ＥＶ、訓練

用駐車場、駐

栓、国旗等掲

ス乾燥塔（庁

機

イ

、

打

、

燥

、

男

書

練

駐

掲

庁



 

 

 ii)

指

タ

ポ

救

は

高

化

資

救

災

（

非

非

調

査

連

合

配置予定車

   車

指揮車 

タンク車 

ポンプ車 

救助工作車 

はしご車 

高所活動車 

化学車 

資材搬送車 

救急車 

災害活動支援

マイクロバス）

非常用タンク車

非常用救急車

調査広報車 

査察広報車 

連絡車（軽四貨

合計（台） 

車両 

表.5

車両名 

援車 

） 

車 

車 

貨物） 
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5 配置予定

台数

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１６ 

車両 

備考（長さ×

499×169

595×192

595×188

779×231

1,070×24

675×210

855×250

※（705×22

564×189

※（699×20

※（595×19

564×189

437×169

428×163

339×147

※（ ）内は予

幅×高さ） 

9×242 

2×285 

8×279 

1×318 

49×351 

0×358 

0×316 

21×274） 

9×250 

06×263） 

92×285） 

9×250 

9×164 

3×197 

7×189 

予定数値 

幹線道路

直接出動

庁舎建物内

駐車する車

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

 

 

路 

動 

内に

車両



iii)

 所

【A

【B

1 

 所要機能 

所要機能は以

A：必須事項

B：提案事項

諸室名称

1階 

車庫 

延べ 

420 ㎡程

以下に設定し

項】整備が必

項】事業者の

表

称 

程度 

緊急

【A

・車

確

・停

間

・地

び

・車

こ

・排

置

・車

・床

こ

・主

・車

洗

で

る

・車

と

・車

・車

ラ

・車

す
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した内容に応

必須である機

の提案により

表.6 庁舎建

急車両等を保

A：必須事項

車庫に至る建

確保とするこ

停車した車と

間を十分に確

地震動による

びに出動時の

車両の位置を

こと。 

排気ガスを容

置を設置する

車両出入口に

床面は滑りに

こと。 

主な緊急車両

車庫前面は、

洗車等に使用

できるスペー

ること。 

車庫内の無線

と。 

車庫前には十

車庫内に消防

ラックを設置

車両積載品の

すること。

応じ整備する

機能 

実現する機

建物 

用途

保管する場所

項】 

建物内からの

こと。 

と壁の距離は

確保すること

る車庫の壁・

の活動空間の

を明確にする

容易かつ効率

ること。 

にシャッター

にくい仕上げ

両は幹線道路

出動時の動

用し、最大で

ースを前面の

線電波状態が

十分な照度の

防用ホース及

置すること。

の交換等のた

ること。 

能 

途等 

 

所として使用

の歩行者動線

は、出動動線

と。 

柱及び車両

の確保を考慮

るため、床面

率的に排気で

ーを設けるこ

げとし、適宜

路に直接出動

動線利用のほ

ではしご車が

の幹線道路

が良好となる

の外灯を設置

及び空気ボン

 

ための作業用

用する。 

線は２方向以

線を踏まえて

両との衝突防

慮すること。

面に区画線を

できる構造又

こと。 

宜水勾配を設

動できること

ほか、車両点

が容易に車庫

との間に確

るようにす

置すること。

ンベが保管で

用スペースを

 

上を

、空

止並

 

引く

は装

ける

。 

点検、

庫入れ

保す

るこ

 

きる

確保
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・限られた車庫のスペースにおいて、適正に車両等を

配置した上で、訓練資機材等の保管場所を確保する

こと。 

・車庫内に、災害活動用飲料水の保管のための冷蔵庫

を設置できるようにスペースとコンセントを設け

ること。 

・車庫には、車両点検、車両整備、水消火器の充填等

を目的として、コンプレッサーを設置し、コンプレ

ッサー本体から配管を施工することにより、10～15

メートル程度の間隔で柱等にエアホースの接続口

を設けること。なお、接続口からは各種車両のタイ

ヤ空気圧充填を想定し、1.0MPa 以上の使用圧力を

確保すること。 

【B：提案事項】 

・シャッター等は車両等感知センサーによる誤作動防

止及び故障時・停電時には容易に開放できる機能を

付加し、遠隔操作できるようにすること。 

・救急車等出入口のシャッター等は、外部からリモコ

ン操作が可能なものとし、救急車専用車庫とするこ

と。 

2 出動準備室 

100 ㎡程度 

出動時に防火衣等を着装する部屋として使用する。 

【A：必須事項】 

・出動時に防火衣等を着装するためのスペースを確保

すること。 

・回転式の防火衣収納ロッカーが設置できるスペース

及び通路を確保すること。 

・車庫に隣接して配置すること。 

・指令システムにおける受信設備及び指令モニターを

設置すること。 

・地図等を広げることのできるカウンター式の作戦コ

ーナーを設けること。 

・携帯無線機、各種資機材等の充電場所及び予備バッ

テリーの保管場所として使用できるスペースを設

けること。 

・床面は、水洗いできる構造とすること。 

 



49 
 

・屋外訓練スペースから直接出入りできるよう、レイ

アウトを工夫すること。 

【B：提案事項】 

・2 階事務室・作戦会議室より 2 方向からアクセス可

能となるよう配置することが望ましい。1 方向につ

いては、一般来庁者の階段と兼用することも可能と

する。 

3 消防 

資機材庫 

50 ㎡程度 

消防資機材庫として使用する。 

【A：必須事項】 

・車庫に隣接し、資機材の搬出入が容易に行える間口

を設けること。 

・スタッドレスタイヤ等の保管のためのタイヤラック

を設置できるようにすること。ただし、庁舎建物内

に駐車する車両以外の車両（災害活動支援者、調査

広報車等）を、車庫以外の別途設置するスペースに

駐車する場合、当該スペースにタイヤラックやホー

スラックを設置することも可能とする。 

4 救助 

資機材庫 

50 ㎡程度 

資機材搬送車にかかる資機材、緊急消防援助隊用資機

材等、救助資機材の保管庫として使用する。 

【A：必須事項】 

・車庫に隣接し、資機材の搬出入が容易に行える開口

を設けること。 

5 機械整備 

作業室 

15 ㎡程度 

機械整備等の作業をするために使用する。 

【B：提案事項】 

・車庫に近く、外部からの直接の出入りを可能とする

ことが望ましい。 

6 防火衣等 

乾燥室 

10 ㎡程度 

防火衣等を乾燥させるために使用する。 

【A：必須事項】 

・床面は水洗いできる構造とすること。 

【B：提案事項】 

・外部からの直接の出入りを可能とすることが望まし

い。 
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7 職員用 

出入口 

来庁者との動線区別のため、職員の出入口として使用

する。 

【B：提案事項】 

・職員用駐車場に近接することが望ましい。 

8 エントランス

ホール 

30 ㎡程度 

【A：必須事項】 

・風除室を設けること。 

・正面玄関付近（風除室の外）に庁舎用カメラ付きイ

ンターホン、指令課直通電話を設置すること。 

9 トイレ 【A：必須事項】 

・男性用、女性用、多目的を設置すること。 

・多目的トイレはオストメイト対応とし、ステンレス

手摺、バリアフリー洗面、汚物流し（壁付）、鏡、

シャワー（シングルレバー混合水栓）、緊急呼出装

置、ベビーシート、水石鹸入れ等を設置すること。

・多目的トイレには呼出用押しボタンを設け、受付ス

ペース、事務所及び食堂に設置されたトイレ呼出受

信機に警報表示を行うこと。 

・人感センサー付照明とすること。 

・小便器は、センサー等により自動排水とすること。

なお、手洗いについても、自動水栓対応とする。 

10 ＥＶ 【A：必須事項】 

・机、椅子等各種資機材を運べる広さを有すること。

・ストレッチャーが入る構造とすること。 

11 救急隊用 

仮眠室 

40 ㎡程度 

救急隊用の夜間仮眠室及び更衣室として使用する。 

【A：必須事項】 

・施錠可能な個室タイプとすること。（８㎡×５室） 

・設置位置は出動動線に配慮し、車庫まで安全かつ短

時間で到達できるものとすること。 

・上足で踏込とすること。 

・畳敷とし、布団収納棚を設置すること。 

・照明は個室ごとに単独点灯可能とすること。 

・個室に個別のエアコンを設けること。 

・出動指令と連動で照明を点灯させること。 

【B：提案事項】 

・床は歩行時騒音の少ない材質の使用が望ましい。 

・扉は開閉時に音がしないものの採用が望ましい。 
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・１階に整備することが望ましいが、2 階に整備する

場合は、出動経路に十分配慮した配置を工夫するこ

と。 

12 救急消毒室 

（救急資機材

庫・医療廃棄

物 保 管 庫 含

む） 

50 ㎡程度 

救急資機材等の消毒室として使用する。 

【A：必須事項】 

・救急活動で使用した資機材の洗浄や消毒を行うほ

か、隊員の衣類等の洗浄が行えるようにすること。

・救急車が近接して車両部署し、屋外から直接アクセ

スできるようにすること。 

・出入口ドアの開閉は、直接手で触れなくても容易に

開閉できる仕組みとするなど、作業性に配慮した構

造とすること。 

・二層式流し台とし、一槽は深型で手洗いや資機材の

洗浄ができ、他の一槽は消毒剤を浸し消毒等ができ

る構造とすること。 

・汚物等を下水に流せる設備を設けること。 

・洗濯機及び乾燥機が設置できるスペースを確保する

こと。 

・ストレッチャーを洗浄するスペースを確保するとと

もに、ホースリールにより延長可能なシャワー機能

を設置し、床面には排水口を設けること。 

・無人時は紫外線殺菌灯に自動で切替えるよう配慮す

ること。 

・除染用にユニットシャワー１基を設置すること。 

・消毒用設備（除染システム）を設置すること。 

・救急資機材庫は救急消毒室に隣接して設置するこ

と。 

・救急資機材庫は薬品等の落下やこれによる漏れが生

じることなく保管できるようにすること。 

・救急資機材庫には酸素ボンベの収納が可能なスペー

スを確保すること。 

・感染性廃棄物を収納する専用容器を設置する医療廃

棄物保管庫が設置できるスペースを確保すること。

13 洗面室 【A：必須事項】 

・手洗い場、ウエス用洗濯機置場、防火衣用洗濯機置

場を整備すること。 
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2 階  

1 署長室 

20 ㎡程度 

 

署長の執務室及び来庁者対応用として使用する。 

【B：提案事項】 

・遮音性能を有する構造とする。 

2 事務室 

250 ㎡程度 

職員の執務室及び来庁者対応用として使用する。 

【A：必須事項】 

・来庁者からの各種相談、届出等を処理するために必

要なカウンター式の相談コーナーを設けること。 

・建物台帳（予防係）、各種書類、ファイル等を保管

する書棚（可動式）を設置すること。 

・書棚（可動式）設置のため、必要に応じて床面を補

強するなどするとともに、据え付けまで施工するこ

と。 

・レイアウト変更が容易にできるよう、ＯＡフロアと

すること。 

3 作戦会議室 

50 ㎡程度 

署指揮体制時等の災害対策室として使用する。 

【A：必須事項】 

・レイアウト変更が容易にできるよう、ＯＡフロアと

すること。 

4 市民相談室兼

外来者打合

せ室 

15 ㎡程度 

市民相談、調書作成にかかる聴取等の室として使用す

る。 

【A：必須事項】 

・２室確保し、遮音性能を有する構造とすること。 

【B：提案事項】 

・周囲から目立ちにくい場所に出入口を配置すること

が望ましい。 

5 食堂・厨房 

50 ㎡程度 

 

【A：必須事項】 

・職員 30 名程度が一度に利用可能な食堂及び調理室

を設けること 

・業務用のシンク、ガスコンロ、調理台、吊戸棚等を

備え付けること。 

6 休憩室 

20 ㎡程度 

 

通常時は職員の休憩室として、非常時には召集者の仮

眠室等として使用する。 

【A：必須事項】 

・食堂に隣接して設けること。 
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7 仮眠室 

200 ㎡程度 

当直勤務員のための夜間仮眠室及び更衣室として使

用する。 

【A：必須事項】 

・施錠可能な個室タイプとすること。（８㎡×25 室）

・設置位置は出動動線に配慮し、車庫まで安全・短時

間で到達できるものとすること。 

・上足で踏込とすること。 

・畳敷とし、布団収納棚を設置すること。 

・照明は個室ごとに単独点灯可能とすること。 

・個室に個別のエアコンを設けること。 

・出動指令と連動で照明を点灯させること。 

【B：提案事項】 

・床は歩行時騒音の少ない材質の使用が望ましい。 

・扉は開閉時に音がしないものの採用が望ましい。 

8 洗濯・乾燥室 【A：必須事項】 

・消防活動等により汚染した衣類等を洗濯できるよう

に、浴室エリアに近接して設けること。仮眠室から

は可能な限り遠ざけること。 

・洗濯機パン及び乾燥機台を設置すること。 

9 浴室・脱衣室 当直勤務員の入浴室として使用する。 

【A：必須事項】 

・脱衣室には脱衣棚を設けること。 

・浴室とは別にシャワー室を設置すること。 

【B：提案事項】 

・消防活動等の後、すぐに入浴できるよう可能な限り

車庫に近接して設け、汚染物等を庁舎内に持ち込ま

ないようにすることが望ましい。 

10 洗面室 【A：必須事項】 

・浴室エリアに近接して設けること。 

11 女性用 

スペース 

（洗濯・乾燥

室、浴室・脱

衣室、洗面所） 

【A：必須事項】 

・プライバシー保護のため、女性用施設（洗濯・乾燥

室、浴室・脱衣室、洗面所）を１ヵ所にまとめて整

備すること。 

・内容にあっては、男性用スペースに準じること。 
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12 トイレ 【A：必須事項】 

・男性用、女性用を設置すること。 

・人感センサー付照明とすること。 

・小便器は、センサー等により自動排水とすること。

なお、手洗いについても、自動水栓対応とする。 

3 階  

1 トレーニング

室 

40 ㎡程度 

職員の体力錬成を主眼とする居室として使用する。 

 

2 多目的ルーム 

（災害対策本

部バックアッ

プ機能スペー

3ス） 

120 ㎡程度 

 

災害時には、市の災害対策本部の代替場所となること

を想定し、各種災害に応じて多目的に活用する。また、

平時には、隊員の訓練、研修、市民への講習会の開催

などに活用する。 

【A：必須事項】 

・災害時にも活用できるための電話ジャック、ＬＡＮ

配線、非常用コンセント等を配置するとともに、Ｏ

Ａフロアとすること。 

・長机、椅子等の収納スペースを確保すること。 

【B：提案事項】 

・パーテーションで２区画に仕切ることができる構造

とすることが望ましい。 

・スクリーン、マイク設備等の設置が望ましい。 

3 更衣室 【A：必須事項】 

・日勤男性職員 15 名、女性日勤職員５名程度の使用

を可能とすること。 

4 休憩室 主に日勤職員の休憩に使用する。 

5 給湯室 【A：必須事項】 

・休憩室に近接すること。 

6 物品庫 

25 ㎡程度 

事務用品、資機材及びその他の物品の保管場所として

使用する。（書庫と兼用可能） 

7 書庫 

20 ㎡程度 

各種書類、ファイル等の保管場所として使用する。（物

品庫と兼用可能） 

8 リネン室 仮眠室の寝具（シーツ、布団カバー等）の保管及び回

収場所として使用する。 
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9 コンピュータ

ー室 

・指令システム関連機器等の保管場所として使用す

る。 

・コンピューター室を起点に、各必要諸室に 3 回線（IP

電話、指令システム、インターネット回線）の LAN

設備が配線できるよう、配管工事を施すこと。 

10 トイレ 【A：必須事項】 

・男性用及び女性用を設置すること。 

・人感センサー付照明とすること。 

・小便器は、センサー等により自動排水とすること。

なお、手洗いについても、自動水栓対応とする。 

11 訓練スペース 

（補助 

訓練棟） 

100 ㎡程度 

主訓練棟と連携し、使用できる補助訓練棟。庁舎と一

体的に整備する。 

【A：必須事項】 

・庁舎建物に付帯させること。 

・縦 10ｍ×横 10ｍとすること。 

・壁は設置せず、外部に面する周囲には柵を設け、転

落防止を図ること。 

・強固な支点となる支持物を設置すること。 

・地上の外部から出入り可能な階段を設けること。な

お、出入口は施錠可能とし、関係者以外の出入りを

制限できるようにすること。 

・渡過ロープは２線設置すること。 

・転落時の安全対策のため、安全ネット及び安全ネッ

トワイヤーを設置し、設定は自動とすること。 

・全国消防救助技術大会の規定に基づく救助訓練活動

スペースを確保すること。（ロープ渡過、ロープブ

リッジ救出訓練仕様） 

【B：提案事項】 

・屋根の整備が望ましい。 
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屋上、その他  

1 空調・機械室

もしくは設置

スペース 

空調設備、換気設備、変電設備、非常用発電設備等の

設置場所として使用する。屋内もしくは屋外に設置。

【A：必須事項】 

・非常用発電設備は屋上に設置することを想定し、危

険物倉庫に燃料を備蓄する。（備蓄量については、

燃料 400 リットル程度とする。）また、給油に必要

な設備（ポンプ、配管等）を併設すること。 

・非常用発電設備は通信指令装置、パソコン、電話、

ＦＡＸ、照明等、災害対応に必要な機器に加えて、

施設を維持する上で最低限必要な機器に対する電

力を供給できる容量とすること。 

【B：提案事項】 

・屋上への設置も可とする。 

3 ホース乾燥塔 【A：必須事項】 

・庁舎建物に付帯すること。 

・ホースリフター付のホース乾燥設備（自然乾燥）を

設置すること。 

・ホース洗浄用の設備を併設すること。排水は下水へ

接続させること。 

4 その他 【A：必須事項】 

・訓練時のアンカー等に使用するため、強固な支点と

なる支持物を設置する。 

・現東消防署に設置されているモーターサイレンを移

設する可能性があるため、詳細な協議を行うこと。

【B：提案事項】 

・空間を有効活用し、洗濯物等を干すことができるよ

うにすることが望ましい。 
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表.7 付帯施設 

諸室名称 用途等 

訓練棟  

1 主訓練棟 

建築面積 200

㎡程度、延べ

500 ㎡程度 

（水防倉庫及

び備蓄倉庫 

、危険物倉庫

の面積は上記

に含む） 

消防署員の各種訓練用の施設として使用する。 

（各階の用途） 

１階：各種倉庫、機械室、検索訓練スペース 

２階：検索訓練スペース 

３階：全国消防救助技術大会の規定に基づく救助訓練

活動スペース（ロープ渡過、ロープブリッジ救出及

び引き揚げ救助訓練仕様） 

・ロープブリッジ救出訓練は、スタート位置及び要

救助者位置ともに 8.5ｍ×8.5ｍ以上が必要。 

・ロープ渡過訓練については、ロープブリッジ救出

訓練スペースで確保可能。 

・引き揚げ救助訓練は、スタート位置のスペースと

して 8.5ｍ×8.5ｍ以上が必要。 

・庁舎の訓練スペースと連携。 

４階：模擬共同住宅 

屋上：訓練スペース等 

【A：必須事項】 

・地上４階建て、屋上階を設けること。 

・１階の一部及び２階は検索訓練ができるよう、可動

式パーテーションにより迷路の設定が可能となる

ようにすること。 

・４階は共同住宅（開放型廊下、ワンルーム型居室２

部室、ベランダ、ベランダ間の仕切板を設置）の火

災訓練を実施できるようにすること。 

・訓練棟各階及び各室には、排水処理、防水処理及び

防カビ対策を施すこと。 

・1 階から２階にかけては、屋外階段及び屋内階段を

各１か所設けること。 

・階段には滑り止めの措置を講じ、手すりを設けるこ

と。 

・訓練棟の各室の床材は、滑りにくいものを使用する

こと。 
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・訓練棟各階開口部の上部及び屋上には、アンカー（引

張強度５トン以上）を設けること。 

・４階のベランダ上部及び屋上に身体確保用の鋼管等

を設けること。 

【B：提案事項】 

・連結送水管を設置し、４階の廊下及び屋上に放水口

を設けることが望ましい。 

・訓練で使用する各室内部の仕上げは黒色とし、窓に

はシャッターを設けることが望ましい。 

・１階一部分に庇を設け、屋根瓦等から２階へ屋内進

入できることが望ましい。 

・訓練を実施する室では強制排煙装置を設置すること

が望ましい。 

2 水防倉庫及び

備蓄倉庫 

75 ㎡程度 

【A：必須事項】 

・土のう、各種水防資器材及び物品等の保管庫として

使用する。 

・土のうを一般市民向けに配布することもあるため、

動線に配慮すること。 

・空気充填設備を設置するスペースを設けること。 

3 危険物屋内貯

蔵所（部分規

制） 

25 ㎡程度 

【A：必須事項】 

・危険物第 4 類、第 1 石油類に対応すること。 

4 その他 【B：提案事項】 

・訓練棟屋外付近の空間を有効活用し、水難救助用資

器材等を干すことができれば良い。 

車庫（別棟） 

1 車庫 

180 ㎡程度 

【A：必須事項】 

・鉄骨造で、かつ周囲三方を不燃材料で囲むとともに、

屋根を配し、訓練に支障がないスペースに配置するこ

と。なお、前面におけるシャッターの設置は不要であ

る。 

【B：提案事項】 

・車両を横一列に駐車できることが望ましい。なお、

スペースの有効活用のため、一部車両を縦列に駐車

することを可とする。 



(

 

外構等に5) 

外構① 

 複i)

 舗ii)

 緑iii)

て

 近iv)

す

 庁v)

 国vi)

 幹vii)

 幹viii)

 庁ix)

 構x)

 消xi)

 

屋外② 

 主i)

 泡ii)

字

続

 主iii)

に係る要件 

構全般 

複合施設と調

舗装は消防車

緑化面積は消

め、複合施設

て関係部署と

近隣の火災及

すること。通

庁舎表側及び

国旗、市旗、

幹線道路側に

きる消防情報

幹線道路側に

ること。 

庁舎周辺等、

構内のアスフ

ン以上の重量

消防署の敷地

し、安全に配

外訓練スペー

主訓練棟の周

ァルト舗装と

泡消火訓練施

字型に 1ｍ、

続させ、隣接

×横 30ｍは

主訓練棟は複

調和に配慮し

車両の通行が

消防訓練等で

設・屋外広場

と協議の上、

及び非常時の

通常時は火災

び庁舎裏側の

、消防旗が掲

に面して、火

報標示板を設

に面して、防

、敷地内は適

ファルト舗装

量に耐える地

地とため池及

配慮すること

ース 

周囲ははしご

とすること。

施設として、

高さ 3ｍ）

接水路への流

はアスファル

複合施設より

 

59 

した植栽を行

が可能な仕様

で緑化可能な

場の敷地設定

必要な面積

の消火用水確

災対応訓練等

の訓練用敷地

掲揚できるフ

火災件数等、

設置すること

防火防災広報

適切な位置に

装については

地質支持力を

及び加古川東

と。 

ご車が旋回で

 

コンクリー

を整備する

流れ込みには

ト舗装とす

り視認できる

行うこと。

様とすること

な範囲が限定

定方法も含め

積を確保する

確保のため、

等に使用する

地付近の2か

フラッグポー

、各種消防情

と。 

報等として利

に外灯を設置

は、大型車両

を有するもの

東郵便局との

できる程度の

ート製による

こと。泡排水

は留意するこ

ること。 

るようにする

と。 

定されること

め、条例に基

ること。 

耐震性貯水

ることを考慮

か所に消火栓

ールを設置す

情報をデジタ

利用する懸垂

置すること。

両の通行を前

のとすること

の境界は、フ

のスペースを

る放水壁（幅

水については

こと。放水壁

ること。 

とが想定され

基づく条件に

水槽 40 トンを

慮すること。

栓を設置する

すること。 

タル方式で表

垂幕装置を設

 

前提として、

と。 

フェンス等を

を確保し、ア

5ｍ、両サイ

は下水道に直

壁より周囲縦

 

れるた

につい

を設置

 

こと。 

表示で

設置す

25 ト

を設置

アスフ

イドハ

直接接

縦 15ｍ



 

 

サイ③ 

消防

る施設

i) 施

や

ii) 室

iii) 

iv) 公

 

駐車④ 

 来i)

 来ii)

動

 身iii)

律

 職iv)

 職v)

 職vi)

 駐vii)

イン計画 

防署のサイン

設名板や室名

施設の案内板

やすい位置

室名称のサイ

トイレ、傾斜

クトグラムと

公共施設の名

車場・駐輪場

来庁者用 5 台

来庁者駐車場

動線と分離す

身障者等用駐

律」に基づき

職員用駐車場

職員用駐車場

職員の二輪車

駐輪場は屋根

ン計画につい

の文言につ

板を、シンプ

（玄関付近）

インは、全て

斜路、その他

としてもよい

名称を示す看

場 

台、職員用 3

場は来庁者の

するよう配慮

駐車場は「高

き、必要台数

場は緊急車両

場は、職員用

車及び自転車

根及び電灯を

 

60 

ては、以下

いては、設計

プルかつ大き

に設置する

ての諸室に設

他シンボル化

い。 

看板を敷地外

30 台を確保

の利便性及び

慮すること。

高齢者、障が

数を確保し、

両の動線と分

用出入口に近

車置き場も確

を設置するこ

の要件を満た

計業務段階に

きな文字のデ

ること。 

設けること。

化した方が望

外部の通りに

保すること。

び敷地・建物

 

がい者の移動

庁舎玄関へ

分離させるこ

近接して設け

確保すること

こと。 

たすこと。な

において本市

デザインで施

 

望ましいもの

に面して設置

 

物形状を考慮

動の円滑化の

へ近接させる

こと。 

けること。 

と。 

なお、外部に

市に確認する

施設内部の分

のについては

置すること。

慮し、緊急車

の促進に関す

ること。 

 

に設け

ること。 

分かり

は、ピ

 

車両の

する法



第3章

第1

事

屋外

こと

 

第2

1. 

本

 

2. 

事

必要

もの

 

第3

1. 

 

章 建設・

節 業務の

事業者は、実

外広場及び消

と。 

2節 業務期

業務期間 

本要求水準書

業務期間

事業者が、不

要とし、その

のとする。 

3節 業務の

基本的な考

 本i)

備

が

 本ii)

市

 本iii)

業

つ

・工事監理

の対象範囲 

実施設計図書

消防署の建設

期間 

書に示す期日

の変更 

不可抗力又は

の旨を請求し

の内容 

考え方 

本要求水準書

備品の整備履

が実施するこ

と。 

本事業の着手

市が実施する

けは、事業者

本市が実施す

業者が実施す

ついては、事

理業務要求

、本要求水準

設及び工事監

までに建設

は事業者の責

した場合は、

書、契約書等

履行のために

こととしてい

手に先立つ近

ること。ただ

者が実施する

する近隣説明

する複合施設

事業者の責と
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求水準 

準書、事業提

監理を行い、企

工事を完了す

めに帰すこ

延長期間を含

等に定められ

に必要となる

いる業務を除

近隣住民への

だし、本事業

ること。 

明等に起因す

設、消防署に

とすること。

提案書、契約

企画・提案し

すること。

とのできない

含め、本市と

れた公共施設

る業務は、本

除き、事業者

の説明及び調

業の工事の説

する遅延につ

に係る近隣へ

 

約書等に基づ

した什器・備

い事由により

と事業者が協

設の建設・工事

本要求水準書

者の責任にお

調整、同意の

説明及び調整

ついては、本

への対応等に

いて、複合施

備品等を整備

り、工期の延

協議して決定

事監理及び什

書等において

おいて実施す

の取り付けは

整、同意の取

本市の責とし

に起因する遅

 

施設・

備する

延長を

定する

什器・

て本市

するこ

は、本

取り付

し、事

遅延に



2. 

 

3. 

(1) 

 

(2) 

 

工事計画

 複i)

準

 複ii)

滞

要

 複iii)

 複iv)

理

 複v)

騒

 市vi)

着工前業務

各種申請等

複合施

手続きを

許認可等

近隣調査

 複i)

辺

び

 複ii)

及

対

 複iii)

策定にあた

複合施設、消

準等を参照し

複合施設、消

滞、その他、

要求される範

複合施設、消

に対して、事

複合施設、消

理解を得、作

複合施設、消

騒音、振動等

市道平岡幹線

を予定）から

に侵入しない

こと。 

務 

等 

施設、消防署

を事業スケジ

等の書類の写

・準備調査等

複合施設、消

辺家屋影響調

び安全を確保

複合施設、消

及びその工事

対策を講じる

複合施設、消

についての了

り留意すべ

消防署の建設

して適切な工

消防署の建設

、建設工事が

範囲の近隣対

消防署の建設

事前及び事後

消防署の建設

作業時間の了

消防署の建設

等）を最小限

線の道路拡幅

ら、一般市民

いよう、フェ

署の建設にあ

ジュールに支

写しを本市に

等 

消防署の着工

調査を含む）

保すること。

消防署の建設

事によって近

ること。 

消防署の建設

了解を得るこ
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べき項目及び

設にあたり、

工事計画を策

設にあたり、

が近隣の生活

対応を実施す

設にあたり、

後にその内容

設にあたり、

了承を得るこ

設にあたり、

限に抑えるた

幅工事が終了

民が敷地内（特

ェンスバリケ

たり、建築確

障がないよ

提出するこ

工に先立ち、

）を十分に行

 

設にあたり、

近隣に及ぼす

設にあたり、

こと。 

び本市の承認

、関連法令を

策定すること

、騒音、悪臭

活環境に与え

すること。

、近隣への対

容及び結果を

、近隣に対し

こと。 

工事に伴う影

ための工夫を

了し、道路の

特に市道平岡

ケードを設置

確認申請等、

うに実施する

と。 

近隣住民と

行い、工事の

、本市の事前

す諸影響を検

、近隣への説

認を得る必要

を遵守し、関

と。 

臭、公害、粉

える影響を勘

対応について

を報告するこ

して工事内容

影響（特に車

を行うこと。

の供用開始後

岡幹線に面し

置するなど、

、建築工事に

ること。必要

の調整、建築

の円滑な進行

前調査を参考

検討し、問題

説明等を実施

要のある事項

関連要綱、各

粉塵発生、交

勘案し、合理

て、事業者は

こと。 

容を周知徹底

車両の交通障

 

後（平成 31 年

した境界側か

安全に配慮

に伴う各種申

要に応じて、

築準備調査等

行と近隣の理

考にしつつ、

題があれば適

施し、工事工

 

項 

各種基

交通渋

理的に

は本市

底して

障害、

年度末

から）

慮する

申請の

各種

等（周

理解及

建物

適切な

工程等



(3) 

 

 

(4) 

 

 

 

4. 

(1) 

 

工事監理計

事業者

程表（総

し、以下

 工i)

 工ii)

 工iii)

施工計画書

事業者

類ととも

【着工

 工i)

 工ii)

 現iii)

 承iv)

 承v)

 承vi)

 承vii)

 報viii)

 上ix)

※ 

建設期間

建設工事 

各種関

書に従っ

常に整備

 事i)

市

計画書の提出

者は、建設工

総合定例打合

下の書類とと

工事監理体制

工事監理者選

工事監理業務

書の提出 

者は、建設工

もに本市に提

工時の提出書

工事実施体制

工事着工届

現場代理人及

承諾願（仮設

承諾願（工事

承諾願（施工

承諾願（主要

報告書（下請

上記の全ての

ただし、承諾

受けたもの

中業務 

関連法令及び

って公共施設

備すること。工

事業者は、工

市から要請が

出 

工事着工前に

合せ日程や各

もに本市に

制： 

選任届（経歴

務着手届：

工事着工前に

提出して、承

書類】 

制届： 

： 

及び監理技術

設計画書）：

事記録写真撮

工計画書）：

要資機材一覧

請業者一覧表

のデジタルデ

諾願（ⅳ～ⅶ）

を、工事監理者

び工事の安全

設の建設工事

工事施工にお

工事監理者を

があれば施工
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に工事監理主

種検査日程等

提出して、承

歴書を添付）

、詳細工程表

認を得るこ

術者届（経歴

 

撮影計画書）

 

覧表）：

表）： 

データ：  

）については

理者が本市に提

全等に関する指

事を実施する

おいては、本

を通じて工事

工の事前説明

主旨書（工事

等も明記）を

承認を得るこ

： 

表を含む施工

と。 

歴書を添付）

： 

     

、建設会社が

提出し、報告す

指針等を遵守

こと。事業者

本市に対し、以

事進捗状況を

明及び事後報

事監理のポイ

を含む工事監

こと。 

1 部 

1 部 

1 部 

工計画書を作

 1 部

 1 部

： 1 部

 1 部

 1 部

 1 部

 1 部

 1 部

    一式

工事監理者に提

るものとする

守し、設計図

者は、工事現

以下の事項に

を本市に毎月

報告を行うこ

ント等）、詳

監理計画書を

作成し、以下

部 

部 

部 

部 

部 

部 

部 

部 

式 

提出し、その

こと。 

図書及び施工

現場に工事記

に留意するこ

月報告する他

こと。 

 

詳細工

を作成

下の書

承諾を

工計画

記録を

こと。 

他、本



 

 

(2) 

 

(3) 

 

(4) 

 事ii)

絡

 本iii)

 

事業者

 複i)

 複ii)

及

工事を伴う

 設i)

品

 建ii)

定

工事監理業

 工i)

時

 本ii)

 工iii)

約

その他 

 原i)

限

 本ii)

事業者は、本

を行うこと。

絡し、承認を

本市は、事業

に、必要に応

ものとする。

者は、近隣住

複合施設、消

については、

複合施設、消

及び調整を十

う什器・備品

設計図書に基

に含む什器

品等リスト」

こと。 

建設業務に含

定するものと

業務 

工事監理者は

時には随時報

本市への完成

工事監理業務

約約款」によ

に示された業

原則として工

うものとする

限りではない

本工事施工に

を及ぼさない

本市と協議の

。なお、検査

を得ること。

業者又は建設

応じて随時、

。 

住民に対し、

消防署の工事

、万全を期す

消防署の工事

十分に行うこ

品等の整備及

基づき「資料

・備品等リス

」に示す各種

含む什器・備

とする。 

は、工事監理

報告を行うこ

成確認報告は

務内容は、「

よるものとし

業務とする。

工事中に第三

るが、本市が

い。 

にあたり、近

いよう周到な
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の上、必要に

査・試験項目

 

設会社が行う

、工事現場で

以下の事項

事中における

すこと。 

事を円滑に推

こと。 

及び関連業務

料 2-3 複合

スト」「資料

種什器・備品

備品等の仕様

理の状況を本

こと。 

は、工事監理

「民間（旧四

し、「民間（

 

三者に及ぼし

が責任を負う

近隣並びに周

な計画を立て

に応じて、各

目及び日程に

う工程会議に

での施工状況

に留意して工

る当該関係者

推進できるよ

務 

合施設（公民館

料 3-2 消防署

品等の製作及

様については

本市に毎月報

理者が事業者

会）連合協定

（旧四会）連

した損害につ

うべき合理的

周辺通行者等

て、高度な技

各種検査・試

については、

に立会うこと

況の確認を行

工事を実施す

者及び近隣住

ように必要な

館・子育てプ

署の建設業務

及び設置を工

は事業者の提

報告し、本市

者を通じて行

定建築設計

連合協定建築

ついては、事

的な理由があ

等第三者の生

技術をもって

試験及び中間

事前に本市

とができると

行うことがで

すること。 

住民への安全

な工事状況の

プラザ）建設

務に含む什器

工事に含めて

提案に基づい

市の要請があ

行うこと。 

・監理業務委

築監理業務委

事業者が責任

ある場合には

生命財産等に

て対処するこ

 

間検査

市に連

ととも

できる

全対策

の説明

設業務

器・備

て行う

いて決

あった

委託契

託書」

任を負

はこの

に危害

こと。



 

 

 

ま

保

契

三

 事iii)

な

【施工

 工i)

 工ii)

 工iii)

 承iv)

 承v)

 承vi)

 承vii)

 承viii)

 承ix)

 検x)

 検xi)

 検xii)

 検xiii)

 報xiv)

 報xv)

 報xvi)

 xvii)

※ 

また、工事受

保険証書の写

契約締結時に

出しなければ

三者との間に

り、またその

事業者は、建

なく本市に提

工中の提出書

工事工程表

工事報告書

工事監理報告

承諾願（機器

承諾願（残土

承諾願（産業

承諾願（再資

承諾願（主要

承諾願（生コ

検査願（原寸

検査願（材料

検査願（立会

検査願（完成

報告書（各種

報告書（各種

報告書（マニ

上記の全て

承諾願（ⅳ

のを工事監

受注者は工期

写し又は申込

に申込書の写

ばならない。

に紛議が生じ

の賠償の責を

建設期間中に

提出すること

書類】 

： 

： 

告書： 

器承諾願）：

土処分計画書

業廃棄物処分

資源利用（促

要工事施工計

コン配合計画

寸検査）：

料検査）：

会検査）：

成確認）：

種試験結果報

種出荷証明）

ニフェスト A

てのデジタル

～ⅸ）について

理者が本市に
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期を充足する

込書の写しを

写しを提出し

。なお、保険

じた場合は、

を負うものと

に、以下の書

と。 

 

書）： 

分計画書）：

促進）計画書

計画書）：

画書）：

   

    

    

    

報告書）：

： 

A・B2・D・

ルデータ：

ては、建設会社

提出し、報告

る第三者に対

を契約締結時

した場合は、

険金額は事業

、事業者は責

とする。 

書類を、工事

    

    

    

 

書）：

・E 票）：

    

社が工事監理者

告するものとす

対する損害賠

時に提出しな

後日、保険

業者の任意と

責任を持って

事の進捗状況

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

1 部 

一式 

者に提出してそ

る。 

賠償保険に加

なければなら

険証書の写し

とする。万一

てその解決に

況に応じて、

その承諾を受

 

入し、

らない。

しを提

一、第

にあた

遅滞

けたも



5. 

(1) 

 

 

 

完了時の

事業者によ

事業① 

 事i)

器

 完ii)

 本iii)

転

 事iv)

転

本市② 

本市

後、当

施する

 本i)

の

 完ii)

 事iii)

の

等

の

 事iv)

や

続

 事v)

か

業務 

よる完成検査

業者による完

事業者は、事

器・備品等の

完成検査及び

らの実施日の

本市は、事業

転に立会うも

事業者は、本

転の結果を検

ること。 

市による完工

市は、事業者

当該施設、什

るものとする

本市は、建設

のとする。 

完工検査は、

事業者は、機

の試運転とは

等の使用方法

の説明を行

事業者は、本

やかにその内

続きは完工検

事業者は、本

から完成確認

査及び本市に

完成検査 

事業者の責任

の試運転等を

び機器、器具

の 7 日前まで

業者が実施す

ものとする。

本市に対して

検査済証その

工検査 

者による完成

什器・備品等

。 

設会社及び工

、本市が確認

機器、器具、

は別に実施す

法について操

うこと。 

本市の行う完

内容について

検査の手続き

本市による完

認書の交付を
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による完工検

任及び費用に

を実施するこ

具、什器・備

でに本市に書

する完成検査

 

て、完成検査

の他の検査結

検査及び機器

について、以

工事監理者の

認した設計図

、什器・備品

すること。な

操作・運用マ

完工検査の結

て是正し、再

きと同様とす

完工検査後、

を受けるもの

検査 

において、完

こと。 

備品等の試運

書面で通知す

査及び機器、

査及び機器、

結果に関する

器、器具、什

以下の方法に

の立会いの下

図書との照合

品等の取扱に

なお、各施設

マニュアルを

結果、是正

再検査を受け

する。 

、是正・改善

のとする。

完成検査及び

運転の実施に

すること。 

器具、什器

器具、什器

る書面の写し

什器・備品等

により行われ

下で、完工検

合により実施

に関する本市

設、機器、器

を作成し、本

・改善を求め

けること。な

善事項がない

び機器、器具

については、

器・備品等の

器・備品等の

しを添えて報

等の試運転の

れる完工検査

検査を実施す

施するものと

市への説明を

器具、什器・

本市に提出し

められた場合

なお、再検査

い場合には、

 

具、什

それ

の試運

の試運

報告す

の終了

査を実

するも

する。 

を前項

・備品

し、そ

合、速

査の手

本市



 

 

(2) 

完成③ 

事業

出する

【完成

 工i)

 工ii)

 完iii)

 完iv)

 完v)

 完vi)

 完vii)

 什viii)

 什ix)

iii) 操

 完x)

 完xi)

 要xii)

 事xiii)

 上xiv)

所有権移転

事業者

設、消防

 

成図書の提出

業者は、本市

ること。また、

成時の提出書

工事完了届

工事記録写真

完成図（建築

完成図（電気

完成図（機械

完成図（昇降

完成図（什器

什器・備品

什器・備品カ

操作・運用マ

完成調書： 

完成写真： 

要求水準書と

事業提案書と

上記の全ての

転等の関連手

者は、本市か

防署の本市へ

出 

市からの完成

、これら図書

書類】 

： 

真： 

築）： 

気設備）：

械設備）：

降機）：  

器・備品配置

リスト：

カタログ：

マニュアル

との整合性の

との整合性の

のデジタルデ

手続 

から完成確認

への引渡しを
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確認書の受領

書の保管場所

   

置表）：

： 

の確認結果報

の確認結果報

データ：

書を受領し

行う。 

領後直ちに、

所を複合施設

  1 部

  3 部

  一式

  一式

  一式

  一式

  一式

  3 部

  3 部

  3 部

  3 部

  3 部

報告書：3 部

報告書：3 部

  一式

た後直ちに、

、以下の完成

設、消防署内に

 

 

式（製本図3部

式（製本図3部

式（製本図3部

式（製本図3部

式（製本図3部

 

 

 

 

 

部 

部 

式 

、完成図書と

成図書を本市

に確保するこ

部、原図及び

部、原図及び

部、原図及び

部、原図及び

部、原図及び

とともに、複

 

市へ提

こと。 

CD） 

CD） 

CD） 

CD） 

CD） 

複合施


